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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅰ 復興・防災における男女共同参画の推進
(1) 復興に向けての男女共同参画の推進

当初予算額

（千円）

危機管理部
生活環境部

別紙１（１０）⑤参照 0
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部
男女共生セン
ター研修事業

別紙３（４）⑦参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

総務部

福島県発注建設
工事の入札参加
における加点措
置

１　建設工事入札参加資格審査にあたり、次の各場合に
　主観点を加点した。
　・企業が「働く女性応援」中小企業認証を受けている
    場合
　・企業が「『仕事と生活の調和』推進企業認証」を受
　　けている場合
２　建設工事及び工事に係る委託業務の総合評価方式入
　札における評価項目として、次の各場合に加点を行っ
　た。
　・企業が「働く女性応援」中小企業認証を受けている
　　場合(標準型・簡易型）
　・企業が「『仕事と生活の調和』推進企業認証」を受
　　けている場合（標準型・簡易型）
　・企業が女性技術者を主任技術者等へ配置する場合
　（全類型）

0 入札監理課

避難地域復
興局

【一部新規】
避難地域への移
住促進事業

＜概要＞
　女性をはじめとした多様な人材が働きやすい環境づくり
を推進している企業等を発掘し、避難地域12市町村におけ
る活躍モデルとして情報発信するとともに、企業の意識醸
成のためのセミナーを開催する等、企業の働きやすい環境
づくりの支援を行った。
＜R7実績＞
・企業向けセミナー　３回開催　３０社参加
・セミナー参加企業に対する伴走支援　９社

28,600
避難地域復興

課

ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業

別紙３（４）②⑤参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

資料３

具体的施策
①男女共同参画の視点から、家庭、地域、職場等での復興・防災の積極的な取組を促すとともに、防災意識等の高揚
を図ります。

具体的施策
②男女共生センターにおいて、復興・防災における男女共同参画を推進するための広報・啓発及び学習機会を提供し
ます。

具体的施策
③ふくしま女性活躍応援会議と連携し、社会変化やライフイベントに応じた働き方について組織トップの意識の醸成
を図るとともに、働き方全般を見直し、誰もが仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を図れる働きやすい
環境づくりを推進する企業・団体等を応援します。（Ⅳ(1)、Ⅳ(3)再掲）

担当部局

生活環境部

事業名 事業内容 担当課
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当初予算額

（千円）
担当部局 事業名 事業内容 担当課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」経営者・
企業内担当者の
意識改革事業

別紙２（２）参照 6,098 雇用労政課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」企業の魅
力アップ奨励金

別紙２（３）参照 44,864 雇用労政課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」企業内子
育て支援施設整
備事業

別紙２（４）参照 12,500 雇用労政課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

【新規】中小企
業制度資金貸付
金(ふくしま産
業育成資金(女
性活躍応援枠))

県制度資金による金融面の支援
　①次世代育成支援企業認証制度
　②えるぼし認定　③くるみん認定
　のいずれかの認証を受けた中小企業者を対象に、金融機
関を通じて低利の融資を行い支援した。
新規融資実績　5件　70,520千円

- 経営金融課

男女共生セン
ター研修事業

別紙３（４）①参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業

別紙３（５）①ウ参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①ウ参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

具体的施策
③女性活躍促進事業と連携し、社会変化やライフイベントに応じた働き方について組織トップの意識の醸成を図ると
ともに、働き方全般を見直し、誰もが仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を図れる働きやすい環境づく
りを推進する企業・団体等を応援します。（Ⅳ(1)、Ⅳ(3)再掲）

具体的施策
⑤コミュニティビジネスの立ち上げの支援、起業化のための相談活動など、女性の起業活動等の取組を支援します。

商工労働部

生活環境部
商工労働部

具体的施策
④男女共生センター等において、就業（再就職等）を希望する女性等に対して、各種情報を提供するほか、技能（資
格）等を習得できる講習会などを実施し、女性の就業のための支援を行います。

生活環境部
商工労働部
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当初予算額

（千円）
担当部局 事業名 事業内容 担当課

東日本大震災に
よる女性の悩
み・暴力相談事
業

別紙１（９）参照 12,630
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①アイ参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

こども未来
局

産前・産後支援
事業

　妊婦や乳幼児を持つ保護者を対象に電話相談窓口を設置
し、子育てや健康に関する相談に対応するとともに訪問に
よる支援や乳幼児を持つ保護者同士の交流の場を設けた。
相談件数：1057件、母子訪問件数：601件、母乳育児支
援：454件、サロン：115回733組

23,852 子育て支援課

生活環境部
男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）③⑦参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部 別紙１（１０）①参照 0
共生社会・女
性活躍推進課

具体的施策
⑥県内外へ避難している女性、妊娠中の女性や育児中の母親とその家族などが様々な不安・悩み・ストレスを相談し
やすいよう、相談窓口の広報を強化するとともに、県の相談体制の充実に努めます。

具体的施策
⑦復興・防災の様々な場面に男女共同参画の視点から取組を進めることができるよう、男女共生センターにおいて、
女性のリーダーや担い手の育成に努めます。

生活環境部

具体的施策
⑧町内会・自治会等、地域コミュニティの意思決定過程への女性の参画の拡大を要請します。
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅰ 復興・防災における男女共同参画の推進
(2) 防災における女性の参画の拡大

当初予算額

（千円）

危機管理部
生活環境部

別紙１（１０）②参照 0
共生社会・女
性活躍推進課

危機管理部
生活環境部

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）③⑦参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

危機管理部
生活環境部

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）⑦参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

危機管理部
生活環境部

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）⑦参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

【新規】
ふくしま消防力
強化事業女性の
入団促進事業

　女性消防団員等研修会を開催（令和７年１１月１日
（土）　農業総合センター　参加者約６０名）、課題の共
有を行い、女性団員の活躍推進や役割等の理解促進等を
図った。

183 消防保安課

消防団入団促進
支援事業

　ふくしま消防防災出前講座を開催（高校や専修学校など
４校、３７０人を対象に実施）し、女性を含めた若い消防
団員の入団促進を図った。

695 消防保安課

具体的施策
①地域防災計画や災害における避難所運営等において、十分に女性や多様な背景を持つ人々の視点が反映されるよう、施
策・方針決定過程における女性比率の向上に努めます。

具体的施策
②男女共同参画の視点に立ち、防災の分野で積極的に活動できる女性の人材育成を支援します。

事業内容 担当課担当部局 事業名

危機管理部

具体的施策
③地域の防災訓練や自主防災組織の活動などにおいて、防災対策における男女のニーズの違いや女性への配慮など男女共
同参画の視点を取り入れるよう、意識啓発を行います。

具体的施策
④避難所運営を担う市町村に対し、男女共同参画の視点から必要な対応（多様性への対応例として管理責任者に女性と男
性の両方を配置、プライバシーの確保、性暴力・ＤＶへの対策、物資配給時の配慮など）がなされるよう、情報提供や助
言を行います。

具体的施策
⑤防災現場への女性の進出が求められており、女性の消防団員の確保に向けた市町村の取組を支援します。
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅱ 人権尊重と男女平等を基本とした男女共同参画の推進
１ 男女共同参画意識の普及・啓発
(1)  男女双方の意識改革・理解促進

当初予算額

（千円）

総務部
生活環境部

別紙１（１０）①⑥参照 0 全庁

教育庁
　メールマガジン「ふくしま教育通信」及びホームページ
等をとおして、人権尊重や男女共同参画等の理念の普及啓
発に努めた。

0 教育総務課

生活環境部
男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）②参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部

【新規】
ともに輝くふく
しまライフスタ
イル推進事業

別紙１（６）参照 65,933
共生社会・女
性活躍推進課

商工労働部

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」働く女性
のキャリアアッ
プ支援事業

別紙２（１）参照 10,328 雇用労政課

男女共生セン
ター情報事業

別紙３（１）参照 1,954
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター交流関連事
業

別紙３（６）①参照 1,035
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部
ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女
性活躍推進課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

具体的施策
①男女共同参画についてのホームページの充実など多様な媒体を活用するとともに、各界各層との連携によるわかりやす
い広報・啓発を展開します。

具体的施策
②男性の正しい理解による意識及び責任に基づく行動が、男性にとっても意義深い男女共同参画社会の形成につながるこ
とを、若年層や高年層を含めた幅広い層に様々な観点から広報します。

具体的施策
③固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見・無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）について、各企業等
の偏見に対する自覚を促し、意識改革や行動変容につなげるための広報・啓発を行います。

具体的施策
④男女共生センターにおける情報提供・広報・啓発を充実します。

具体的施策
⑤ふくしま女性活躍応援会議と連携し、女性が活躍できる環境づくりに向けた気運の醸成や組織のトップの意識改革のた
めの啓発を行います。

生活環境部

商工労働部

担当部局 事業名 担当課事業内容
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当初予算額

（千円）
担当部局 事業名 担当課事業内容

総務部

・管理者研修会等において、職員の意識改革に向けた研修
を実施した。
・県政運営の理念や基本方針を盛り込んだ「職員の手引」
を、グループウェアに掲載した。この職員の手引に、「男
女共同参画ガイドライン」等の関係資料の参照先を記載
し、職員への周知を図った。

0 職員研修課

生活環境部 別紙１（１０）⑦参照 0
共生社会・女
性活躍推進課

教育庁
　基本研修や職能研修などの各種研修において、「教職員
の服務と勤務」、「男女共同参画と学校教育」などの講義
を実施した。

0
教育総務課
義務教育課
高校教育課

警察本部
　所属長等を対象とした幹部研修において、男女共同参画
に関する理解の促進を図った。

0
警務課
教養課

生活環境部 別紙１（１０）⑧参照 0
共生社会・女
性活躍推進課

具体的施策
⑦男女共同参画計画の策定は着実な推進のために重要であり、また行政内部の意識改革にも効果があることから、未策定
町村の計画策定に関する取組等を積極的に支援します。

具体的施策
⑥県における男女共同参画に関する職員研修を推進します。
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅱ 人権尊重と男女平等を基本とした男女共同参画の推進
１ 男女共同参画意識の普及・啓発
(2) 男女共同参画を推進し、ジェンダーにとらわれない、多様な選択を可能にする学校教育の充実

当初予算額

（千円）

教育庁
　学びの変革推進プランに掲げた施策の推進により、小中
高を通じた学力の向上と人間性・社会性の育成を一体的、
総合的に実施した。

0 教育総務課

「人権への気づ
き」推進事業

別紙１（１）参照 196
共生社会・女
性活躍推進課

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女
性活躍推進課

別紙１（１０）⑪参照 0
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター普及啓発及
び研修事業

別紙３（３）②参照
別紙３（４）①④参照

1,764
共生社会・女
性活躍推進課

こども未来
局

福島県困難な問
題を抱える女性
への支援調整会
議

　女性の人権侵害防止と被害者救済の視点から、特に深刻
で緊急な救済を要するＤＶ（ドメスティック・バイオレン
ス）について、人権に関する啓発や被害者支援等の総合的
な対策を図るため、民間・警察・行政などの関係諸機関が
有機的に連携し、予防、通報、相談、保護及び自立支援等
について、総合的な対応を図るため、福島県困難な問題を
抱える女性への支援調整会議を運営した（構成機関38）。
【会議開催１回（R7.11.18）】

984 児童家庭課

教育庁
道徳教育総合支
援事業

　児童生徒の発達段階に応じ、学校教育全体を通して、人
権の尊重、男女の相互理解と協力の重要性などについて、
家庭や地域との連携を図りながら指導した。

6,439 義務教育課

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業
（再掲）

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）④参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

具体的施策
①ジェンダーにとらわれず児童生徒の能力を最大限に生かすため、小中高を通じた学力の向上と人間性・社会性の育
成を一体的、総合的に推進します。

具体的施策
②ドメスティック・バイオレンスやセクシュアル・ハラスメントは重大な人権侵害であることなど、若年層に向けて
人権尊重のための教育や普及啓発を引き続き推進します。

具体的施策
③児童生徒に対して、男女共生センターと学校が連携し、男女共同参画についての理解や自己実現についての意識啓
発につながる機会を提供します。

担当課事業内容事業名担当部局

生活環境部

生活環境部
教育庁
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Ⅱ－１ (2)

当初予算額

（千円）
担当課事業内容事業名担当部局

生活環境部
男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）④参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

教育庁
ふくしま高校生
学びの変革支援
事業

　学ぶ意欲の高い生徒を対象とした企画を実施し、資質・
能力の伸長及び学力の向上を図った。また、各校での理数
教育や思考力等を育む取組等を支援することで学びの変革
を推進し、本県高校生の進路実現につなげた。
○未来を担う高校生の資質・能力育成事業
○進路実現のための資質・能力育成事業
○「科学の甲子園」福島県大会事業

17,072 高校教育課

教育庁
　男女混合名簿の導入状況調査等をとおし、男女共同参画
の推進状況を把握した。

0
義務教育課
高校教育課

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業
（再掲）

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）④参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

教育庁

  人間性豊かな児童生徒の育成を目指す学校教育を推進す
るため、教職員に対しジェンダーにとらわれない男女平等
教育の推進を含む幅の広い研修を実施し、豊かな教養と専
門的な指導力を身に付けさせることにより、教職員の資質
向上を図った。

0
義務教育課
高校教育課

教育庁
　男女共同参画の趣旨に沿って、女性管理職の登用に努め
た。

0
義務教育課
高校教育課

具体的施策
④学校において、固定的な性別役割分担意識や男子向き女子向きといった考え方にとらわれず、専攻分野や職業につ
いて広く情報提供するとともに、将来の経済的自立を念頭に置き、児童生徒が自主的に進路の適正な選択を行えるよ
う、進路指導の充実等に努めます。（Ⅲ１(2)再掲）

具体的施策
⑦教員の管理職における女性の登用を促進します。

具体的施策
⑥教職員の男女共同参画に関する研修を充実し、男女共同参画の正しい理解の浸透を更に推進します。

具体的施策
⑤学校教育における男女共同参画についての推進の一つとして、男女混合名簿の使用などをとおして、「潜在的カリ
キュラム」の解消に向けた取組を進めます。

生活環境部
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Ⅱ－１ (2)

当初予算額

（千円）
担当課事業内容事業名担当部局

「人権への気づ
き」推進事業
（再掲）

別紙１（１）参照 196
共生社会・女
性活躍推進課

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業
（再掲）

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター普及啓発及
び研修事業
（再掲）

別紙３（３）①②参照
別紙３（４）①④参照

1,764
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター交流関連事
業（再掲）

別紙３（６）②参照 1,035
共生社会・女
性活躍推進課

健康教育推進者
研修会

  各学校において、児童・生徒の発達段階に応じた効果的
な教育が実施されるよう、令和５年度改訂「性に関する指
導の手引」を活用しながら、指導者の資質の向上を図るた
めの研修会を開催した。

245 健康教育課

「性に関する指
導の手引」活用
事業

  あらゆる教育活動の中で、人権としての性についての情
報の提供や学校生活においてきめ細やかな対応が行われる
ように努めるとともに、各種研修会を通して指導者の相談
技術や指導技術の向上を図った。

0 健康教育課

教育庁

生活環境部

具体的施策
⑧思春期教育など、いのちやこころを大切にする性に関する指導についての情報・学習機会の提供や相談、指導者研
修の充実に努めます。（Ⅴ3(1)再掲）
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Ⅱ－１ (3)

ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅱ 人権尊重と男女平等を基本とした男女共同参画の推進
１ 男女共同参画意識の普及・啓発
(3) メディアにおける人権尊重の推進

当初予算額

（千円）

生活環境部 別紙１（１０）④参照 0
共生社会・女性
活躍推進課

有害環境対策事
業

　青少年健全育成条例を適正に運用し、性・暴力表現など
青少年の健全な育成を阻害するものの規制等を行うため、
有害環境の実態調査及び関係業界に対する指導を行った。
　○図書類自動販売機等の調査及び業界指導
　○書店、ネットカフェ等実態調査及び業界指導

191
こども・青少年

政策課

こどもインター
ネット安全安心
環境整備事業

　インターネット上の有害情報から子どもたちを守るた
め、県青少年有害環境対策推進連絡会議と連携し、子ども
たちのメディアリテラシー（情報利活用能力）の育成及び
フィルタリング利用の啓発活動などを推進した。

0
こども・青少年

政策課

生活環境部 （再掲） 別紙１（１０）④参照 0
共生社会・女性
活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①④参照 1,480
共生社会・女性
活躍推進課

男女共生セン
ター交流関連事
業（再掲）

別紙３（６）②参照 1,035
共生社会・女性
活躍推進課

全庁 （再掲） 別紙１（１０）⑥参照 0
共生社会・女性
活躍推進課

生活環境部 （再掲） 別紙１（１０）⑧参照 0
共生社会・女性
活躍推進課

具体的施策
①多様なメディアについて、ジェンダーの視点から実態の把握に努め、メディアに対し、性別役割分担意識を内包する表
現や性・暴力表現の抑制など人権尊重への配慮を要請します。

具体的施策
②メディアにおける多様な視点からの情報発信のため、企画・制作・編集などあらゆる段階及び意思決定過程に女性の参
画を要請します。

具体的施策
③情報を主体的に読み解き、必要な情報を活用し、自ら発信する能力の重要性についての啓発を行います。

担当課事業内容担当部局 事業名

具体的施策
④県政広報物表現ガイドラインの活用により、男女共同参画の視点に立った情報発信に努めます。

具体的施策
⑤市町村における刊行物等が、男女共同参画の視点に立った情報発信となるように支援します。

生活環境部

こども未来
局
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Ⅱ－２ (1)

ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅱ 人権尊重と男女平等を基本とした男女共同参画の推進
２ 男女共同参画に関する調査研究と家庭・地域での実践拡大

当初予算額

（千円）

生活環境部
男女共生セン
ター情報及び調
査研究事業

別紙３（１）参照
別紙３（２）参照

2,116
共生社会・女性
活躍推進課

生活環境部

男女共生セン
ター情報及び調
査研究事業
（再掲）

別紙３（１）参照
別紙３（２）参照

2,116
共生社会・女性
活躍推進課

全庁 （再掲） 別紙１（１０）①参照 0
共生社会・女性
活躍推進課ほか

生活環境部
男女共生セン
ター調査研究事
業（再掲）

別紙３（２）参照 162
共生社会・女性
活躍推進課

全庁

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業
（再掲）

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女性
活躍推進課

全庁 （再掲） 別紙１（１０）①参照 0
共生社会・女性
活躍推進課

(1) 男女共同参画や多様性を尊重する社会（多様性社会）に関する調査・研究と成果を踏まえた
　　取組の推進

担当課事業内容担当部局 事業名

具体的施策
①男女共生センターにおいて、男女共同参画社会や多様性社会の実現のための調査研究を行い、成果を広く発信しま
す。

具体的施策
②男女共生センターにおける調査・研究の成果を施策・事業に積極的に生かします。

具体的施策
③男女の置かれている状況を客観的に把握するための基礎資料として、あらゆる分野に関する男女別の統計データの収
集に努めます。

具体的施策
④情報提供や連携・協力により、民間の男女共同参画や多様性社会に関する研究を支援します。

具体的施策
⑤県内における各種制度や慣行について、ジェンダーの視点で点検し改善に努めるよう関係団体等に働きかけます。

具体的施策
⑥男女共同参画や多様性社会に関連する各種調査結果等について、広く公表し、改善を促します。
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Ⅱ－２ (2)

ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅱ 人権尊重と男女平等を基本とした男女共同参画の推進
２ 男女共同参画に関する調査研究と家庭・地域での実践拡大
(2) 家庭・地域における男女の参画促進と実践の拡大

当初予算額

（千円）

生活環境部
男女共生セン
ター交流関連事
業（再掲）

別紙３（６）①③参照 1,035
共生社会・女
性活躍推進課

文化スポー
ツ局

NPO強化による
地域活性化事業

　「ふくしま地域活動団体サポートセンター」を設置し、地
域課題に取り組むＮＰＯ法人等の自立的活動を支援するた
め、ＮＰＯ法人等の活動基盤の強化を図った。

11,738 文化振興課

保健福祉部
福祉ボランティ
ア活動強化支援
事業

　県内の福祉ボランティア活動の振興のため、県ボランティ
アセンターの機能の充実を図り、福祉ボランティア活動を総
合的に強化・支援した。
○県ボランティアセンター事業
(1)　ボランティア・市民活動の基盤強化
　　ボランティア受入施設の担当者に対する研修を実施
　　し、施設側の基盤整備を図った。
(2)　地域住民等によるボランティア力強化
　　ア ボランティア及び福祉教育の普及促進に伴う人材
　　　 育成を実施
　　イ 関係機関との協働による地域住民の福祉力向上事
　　　 業の実施
〇災害ボランティアセンター設置・運営等支援事業
(1)　災害時に備えた取組
(2)　コーディネータ－の設置
　 ボランティアコーディネーターを１名、地域福祉コー
　 ディネーターを１名配置（ボランティアコーディネー
　 ターを兼務）した。
(3)  災害ボランティア活動関係団体との情報共有、意見
　　交換会の会議
(4)  県域災害ボランティアセンターの設置に必要な経費
　　の一部を補助

9,567 社会福祉課

教育庁
令和７年度実施
なし

ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）②⑤参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

文化スポー
ツ局

NPO強化による
地域活性化事業
（再掲）

　「ふくしま地域活動団体サポートセンター」を設置し、地
域課題に取り組むＮＰＯ法人等の自立的活動を支援するた
め、ＮＰＯ法人等の活動基盤の強化を図った。

11,738 文化振興課

具体的施策
④個々のＮＰＯの事業情報等について広く情報提供します。

生活環境部
商工労働部

担当課事業内容事業名担当部局

具体的施策
①地域活動に対する男女の積極的参画のため、男女共生センターを拠点とした各種団体等とのネットワークを形成し、そ
れらを活用した取組を推進します。

具体的施策
②男女がともに参加する住みよい地域づくりができるよう、県ボランティアセンターの機能の充実を図るとともに、ふく
しま地域活動団体サポートセンター等を支援し、地域活動やボランティア活動を推進します。（Ⅱ3(3)再掲）

具体的施策
③仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の取組を企業等に対して普及啓発することにより、仕事の効率を高
め、仕事以外の生活の充実に繋げることにより、地域活動やボランティア活動等への参画意欲が高まるよう支援します。
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Ⅱ－２ (3)　

ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅱ 人権尊重と男女平等を基本とした男女共同参画の推進
２ 男女共同参画に関する調査研究と家庭・地域での実践拡大
(3) 家庭・地域における学習機会の充実

当初予算額

（千円）

生活環境部
教育庁

　 　男女共生センターにおける事業等を通じて推進した。 0
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部 　 　男女共生センターにおける事業等を通じて推進した。 0
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部
教育庁

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①④参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部
男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①②④参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部
商工労働部

男女共生セン
ター普及啓発及
び研修事業
（再掲）

別紙３（３）②参照
別紙３（４）①参照

1,764
共生社会・女
性活躍推進課

ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女
性活躍推進課

【新規】
ともに輝くふく
しまライフスタ
イル推進事業
（再掲）

別紙１（６）参照 65,933
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①②④参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部

担当課事業内容担当部局 事業名

具体的施策
①家庭等における幼少時からの男女平等教育の推進に向け、情報・学習機会を提供します。

具体的施策
②男女共同参画に関する意識の啓発、特に男性が男女共同参画について理解を深めるための広報・啓発、学習機会を
提供するとともに、市町村の取組を支援します。

具体的施策
③家庭や地域において、生涯にわたり固定的な性別役割分担意識にとらわれない教育を行うためのわかりやすい教材
研究や指導者養成等を推進します。

具体的施策
④男女共生センターにおいて、各種の情報・学習機会の提供により男女共同参画に関する意識の高揚に努めるととも
に、様々な社会活動を支援する機会の充実を図ります。

具体的施策
⑤女性の経済的自立に向けた情報・学習機会を提供します。

具体的施策
⑥地域の男女共同参画を促進するための人材育成を行います。
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Ⅱ－３ (1)

ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅱ 人権尊重と男女平等を基本とした男女共同参画の推進
３ 多様性を尊重する社会（多様性社会）の実現
(1) 国際人権規範等の取入れと国際交流・協力の推進

当初予算額

（千円）

生活環境部 　県、男女共生センターで情報を収集・提供する。 0
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部
男女共生セン
ター交流関連事
業（再掲）

別紙３（６）①参照 1,035
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部
男女共生セン
ター交流関連事
業（再掲）

別紙３（６）①参照 1,035
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部
令和７年度実施
なし

　（公財）福島県国際交流協会や国際交流団体等との情報
交換を図るなど、連携に努めた。

0 国際課

男女共生セン
ター交流関連事
業（再掲）

別紙３（６）①参照 1,035
共生社会・女
性活躍推進課

教育庁
語学指導等を行
う外国青年招致
事業

　国際社会に貢献できるグローバル人材の育成を図るた
め、語学指導等を行う外国青年（外国語指導助手）を招致
した。
１　招致人数　３８名（うち専任校１６名）
２　外国語指導助手の活用に当たっては、県立高校に
　常駐または訪問させ、生徒の指導に当たらせるよう
　計画した。
３　外国語指導助手活用方針
　　県立学校の生徒への指導を中心とするが、英語担当
　教員の現職教育の機会としても活用した。

197,301 高校教育課

具体的施策
⑥すべての生徒に、直接外国青年（外国語指導助手）に接して語学指導を受ける機会を設け、外国語教育や国際的な視野
で考えることの出来る能力の向上を目指した国際理解教育の充実を図ります。

生活環境部

担当課担当部局 事業名 事業内容

具体的施策
①「女子差別撤廃条約」や「北京宣言及び行動綱領」、「北京＋20」、さらには持続可能な開発目標（SDGs）など、国際
規範や国際的動向の周知とそれらを踏まえた施策の推進に努めます。

具体的施策
②男女共生センターにおいて、国際社会における男女共同参画の取組について調査・研究を行うとともに、取組への理解
を促進するような学習機会を提供します。

具体的施策
③多文化共生を目指し、男女平等の視点での国際交流事業を推進します。

具体的施策
④青年海外協力隊の派遣協力や、ＪＩＣＡ等との協力による海外からの研修員の受入等、国際交流・協力事業を男女平等
の視点で推進します。

具体的施策
⑤地域において多文化共生に寄与する組織等との連携・協働を進めます。
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅱ 人権尊重と男女平等を基本とした男女共同参画の推進
３ 多様性を尊重する社会（多様性社会）の実現
(2) 国際化に対応した暮らしやすい環境づくり

当初予算額

（千円）

多様性・ユニ
バーサルデザイ
ン理解促進事業

別紙１（２）参照 4,846
共生社会・女
性活躍推進課

ふくしま型ＵＤ
実践発信事業

別紙１（３）参照 303
共生社会・女
性活躍推進課

全庁
公共施設ユニ
バーサルデザイ
ン推進事業

　共通仕様書及び特記仕様書に「ふくしま公共施設等ユ
ニバーサルデザイン指針」を適用する旨記載し、同指針
に対応した施設整備の推進を図った。

0 技術管理課

生活環境部
外国人住民相談
体制整備事業

　多言語生活相談窓口の運営を行うことにより、外国人
住民が相談しやすいサポート体制を整えるとともに、外
国人住民等が安心して生活できる環境の整備を図った。
・相談件数：277件

8,110 国際課

具体的施策
①誰もが安心して暮らすことができる環境づくりを進めるため、ユニバーサルデザインの普及啓発及び実践を図りま
す。

担当課担当部局 事業名 事業内容

生活環境部

具体的施策
②多様なルーツを持つ住民、特に女性の実態把握に努めるとともに、相談体制の充実を図ります。
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当初予算額

（千円）
担当課担当部局 事業名 事業内容

生活環境部
多文化共生推進
事業

　外国人住民が安心して快適に生活できるよう、オンラ
イン日本語教室の開催や市町村等への日本語教室の立ち
上げ支援等を通し、日本語学習機会の充実を図った。
・オンライン日本語教室
⇒ 初級・中級各コース10回ずつ実施 延べ221名参加
・日本語教室立ち上げ支援
⇒ 富岡町(10/26,1/25,2/22,3/22 延べ22名参加)、三春
町(2/7,2/28 延べ29名参加)、社会福祉法人平成会
(3/5,3/12,3/19,3/26 延べ36名参加)

　更に、県民に対するやさしい日本語普及促進や外国人
住民の社会参画促進事業を実施することにより、多文化
共生の推進を図るとともに、外国人住民及び日本人住民
に対してアンケート調査を実施し、県民の多文化共生に
関する認識を把握し、多文化共生施策へ反映させた。
・やさしい日本語セミナーの開催
⇒24回開催、412名参加（ラコパ福島、楢葉町役場　外）
・やさしい日本語普及員講座の開催
⇒4回開催、19名参加（須賀川市民センター、福島県国際
交流協会　外）
・各種イベントにてやさしい日本語の周知
⇒ワールドフェスタ、やぶきフロンティア祭り　外
・多文化共生に係るアンケートの実施
⇒外国人県民3,500人（860人回答）、日本人県民2,500人
（421人回答）に対して「多文化共生に係るアンケート」
を実施

22,928 国際課

教育庁
語学指導等を行
う外国青年招致
事業（再掲）

　国際社会に貢献できるグローバル人材の育成を図るた
め、語学指導等を行う外国青年（外国語指導助手）を招
致した。
１　招致人数　３８名（うち専任校１６名）
２　外国語指導助手の活用に当たっては、県立高校に
　常駐または訪問させ、生徒の指導に当たらせるよう
　計画した。
３　外国語指導助手活用方針
　　県立学校の生徒への指導を中心とするが、英語担当
　教員の現職教育の機会としても活用した。

197,301 高校教育課

具体的施策
③国際理解教育の推進と多文化共生理解の促進に努めます。
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当初予算額

（千円）
担当課担当部局 事業名 事業内容

生活環境部
多文化共生推進
事業(再掲）

　外国人住民が安心して快適に生活できるよう、オンラ
イン日本語教室の開催や市町村等への日本語教室の立ち
上げ支援等を通し、日本語学習機会の充実を図った。
・オンライン日本語教室
⇒ 初級・中級各コース10回ずつ実施 延べ221名参加
・日本語教室立ち上げ支援
⇒ 富岡町(10/26,1/25,2/22,3/22 延べ22名参加)、三春
町(2/7,2/28 延べ29名参加)、社会福祉法人平成会
(3/5,3/12,3/19,3/26 延べ36名参加)

　更に、県民に対するやさしい日本語普及促進や外国人
住民の社会参画促進事業を実施することにより、多文化
共生の推進を図るとともに、外国人住民及び日本人住民
に対してアンケート調査を実施し、県民の多文化共生に
関する認識を把握し、多文化共生施策へ反映させた。
・やさしい日本語セミナーの開催
⇒24回開催、412名参加（ラコパ福島、楢葉町役場　外）
・やさしい日本語普及員講座の開催
⇒4回開催、19名参加（須賀川市民センター、福島県国際
交流協会　外）
・各種イベントにてやさしい日本語の周知
⇒ワールドフェスタ、やぶきフロンティア祭り　外
・多文化共生に係るアンケートの実施
⇒外国人県民3,500人（860人回答）、日本人県民2,500人
（421人回答）に対して「多文化共生に係るアンケート」
を実施

22,928 国際課

　ホームページやパンフレットなど外国語での情報提供
に努めた。

0 全庁

緊急時・広域環
境放射能監視事
業

　ホームページやパンフレットなど外国語での情報提供
に努めた。

66,983 原子力防災課

全庁
　各種審議会などにおいて、外国出身者を委員に迎える
など、行政に反映される仕組みづくりに努めた。

0 全庁

具体的施策
⑥多様なルーツを持つ住民、特に女性の視点や意見などが、行政に反映されるような仕組みづくりに努めます。

全庁

具体的施策
④通訳や日本語学習をサポートできる民間ボランティア、日本語学習指導者の養成に努めます。

具体的施策
⑤県の概要や事業等について、外国語による情報提供に努めます。
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅱ 人権尊重と男女平等を基本とした男女共同参画の推進
３ 多様性を尊重する社会（多様性社会）の実現
(3) 性的指向や性自認にかかわらず等しく尊重され受容される社会の実現

当初予算額

（千円）

「人権への気づ
き」推進事業

別紙１（１）参照 196
共生社会・女
性活躍推進課

多様性・ユニ
バーサルデザイ
ン理解促進事業
（再掲）

別紙１（２）参照 4,846
共生社会・女
性活躍推進課

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業（再
掲）

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター普及啓発及
び研修事業（再
掲）

別紙３（３）③参照
別紙３（４）④⑤⑥参照

1,764
共生社会・女
性活躍推進課

商工労働部

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」働く女性
のキャリアアッ
プ支援事業（再
掲）

別紙２（１）参照 10,328 雇用労政課

　人間性豊かな児童生徒の育成を目指す学校教育を推進す
るため、教職員に対しジェンダーにとらわれない男女平等
教育の推進を含む幅の広い研修を実施し、豊かな教養と専
門的な指導力を身に付けさせることにより、教職員の資質
向上を図った。

0
義務教育課
高校教育課

人権教育開発事
業

　発達段階に応じた人権教育をすすめるにあたり、人権教
育の推進地区において実施している人権教育授業研究会に
おいて、性同一性障害を理由とする偏見や差別について触
れ、教職員の意識を高めるよう働きかけを行った。

745 義務教育課

（再掲）

　人間性豊かな児童生徒の育成を目指す学校教育を推進す
るため、教職員に対しジェンダーにとらわれない男女平等
教育の推進を含む幅の広い研修を実施し、豊かな教養と専
門的な指導力を身に付けさせることにより、教職員の資質
向上を図った。

0
義務教育課
高校教育課

人権教育開発事
業（再掲）

　発達段階に応じた人権教育をすすめるにあたり、人権教
育の推進地区において実施している人権教育授業研究会に
おいて、性同一性障害を理由とする偏見や差別について触
れ、教職員の意識を高めるよう働きかけを行った。

745 義務教育課

担当部局 担当課

教育庁

事業名 事業内容

具体的施策
①性的指向や性自認など性に関する固定観念や偏見により困難な状況に置かれている人々の個人としての人権が尊重され
るよう、行政や民間での取組事例の紹介なども含め、講座、セミナーや教員等を対象とした研修等により、人権教育や啓
発を進めます。

具体的施策
②学校においては、性同一性障害に係る児童生徒に対する対応に関する文部科学省通知等を踏まえ、性的指向や性自認な
どを理由とした困難を抱える児童生徒の心情に配慮した対応をするとともに、小・中・高校・特別支援学校とも児童生徒
の発達段階に応じ、学習指導要領における人権教育に関わる内容を踏まえ、人権（性的指向や性自認に関するものも含
む。）を尊重する意識を高める授業等に取り組みます。

教育庁

生活環境部
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当初予算額

（千円）
担当部局 担当課事業名 事業内容

生活環境部
男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①アイ②参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

（再掲）

　人間性豊かな児童生徒の育成を目指す学校教育を推進す
るため、教職員に対しジェンダーにとらわれない男女平等
教育の推進を含む幅の広い研修を実施し、豊かな教養と専
門的な指導力を身に付けさせることにより、教職員の資質
向上を図った。

0
義務教育課
高校教育課

人権教育開発事
業（再掲）

　発達段階に応じた人権教育をすすめるにあたり、人権教
育の推進地区において実施している人権教育授業研究会に
おいて、性同一性障害を理由とする偏見や差別について触
れ、教職員の意識を高めるよう働きかけを行った。

745 義務教育課

全庁
　各種申請書類等において、性別の記載が不要なものにつ
いては、性別欄の廃止に努めた。

0 全庁

文化スポー
ツ局

NPO強化による
地域活性化事業
（再掲）

　「ふくしま地域活動団体サポートセンター」を設置し、
地域課題に取り組むＮＰＯ法人等の自立的活動を支援する
ため、ＮＰＯ法人等の活動基盤の強化を図った。

11,738 文化振興課

保健福祉部
福祉ボランティ
ア活動強化支援
事業（再掲）

　県内の福祉ボランティア活動の振興のため、県ボラン
ティアセンターの機能の充実を図り、福祉ボランティア活
動を総合的に強化・支援した。
○県ボランティアセンター事業
(1)　ボランティア・市民活動の基盤強化
　　ボランティア受入施設の担当者に対する研修を実施
　　し、施設側の基盤整備を図った。
(2)　地域住民等によるボランティア力強化
　　ア ボランティア及び福祉教育の普及促進に伴う人材
　　　 育成を実施
　　イ 関係機関との協働による地域住民の福祉力向上事
　　　 業の実施
〇災害ボランティアセンター設置・運営等支援事業
(1)　災害時に備えた取組
(2)　コーディネータ－の設置
　 ボランティアコーディネーターを１名、地域福祉コー
　 ディネーターを１名配置（ボランティアコーディネー
　 ターを兼務）した。
(3)  災害ボランティア活動関係団体との情報共有、意見
　　交換会の会議
(4)  県域災害ボランティアセンターの設置に必要な経費
　　の一部を補助

9,567 社会福祉課

教育庁
令和７年度実施
なし

具体的施策
⑤男女がともに参加する住みよい地域づくりができるよう、県ボランティアセンターの機能の充実を図るとともに、ふく
しま地域活動団体サポートセンター等を支援し、地域活動やボランティア活動を推進します。（Ⅱ2(2)再掲）

具体的施策
④各種申請書類等において性別記載の必要がないと判断されるものについての性別欄の廃止など、行政サービスにおいて
多様な性的指向や性自認を尊重する対応を進めます。

教育庁

具体的施策
③性的指向や性自認など性に関する固定観念や偏見により困難な状況に置かれている人々の相談（対面・電話等）に応じ
るとともに、相談窓口の広報や相談担当者の知識の向上に努めます。
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅲ 女性の活躍の促進
１ 女性の人材育成と能力発揮・活躍のための環境づくり
(1) あらゆる分野に参画し責任を担うことのできる女性人材の育成

当初予算額

（千円）

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①③参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部
ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女
性活躍推進課

ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①③参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター交流関連事
業（再掲）

別紙３（６）①参照 1,035
共生社会・女
性活躍推進課

女性リーダー育
成研修会事業

　地域を牽引する女性農業者リーダーの育成研修会を開催
した。
■リーダー育成研修会
　開催日時：11月７日（金）
　参加人数：12名
　内容：対面における営業力アップの販売方法や売れる
　　　　テクニックについて
■リーダー育成研修会（機械）
　開催日時：11月14日（金）
　参加人数：10名
　内容：農作業安全に関する座学及び農業機械の操作・
　　　　メンテナンス

497 農業担い手課

女性グループ事
業活動支援事業

　女性グループを対象として、女性の視点を生かしながら
農業経営等のスキルアップや地域活性化につながる取組を
支援した。
事業実施団体数：4団体

2,500 農業担い手課

教育庁
　女性管理職のロールモデルを紹介するため、「女性教職
員活躍推進だより」を発行した。

0 職員課

具体的施策
①男女共生センターにおいて、女性のエンパワーメントの推進に資する各種講座を開催し、女性人材の育成を図りま
す。

具体的施策
②仕事と家庭生活の両立について学び、出産・育児等に直面しても、女性が自分らしい「生き方、働き方」を選択でき
る能力を培うための支援を行います。

具体的施策
③社会の様々な分野において活動できる女性リーダーが育成されるよう支援するとともに、活躍している女性等による
ネットワークの構築を支援します。

担当課事業内容担当部局 事業名

生活環境部

生活環境部

農林水産部
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当初予算額

（千円）
担当課事業内容担当部局 事業名

男女共生セン
ター普及啓発及
び研修事業（再
掲）

別紙３（３）①参照
別紙３（４）①③④参照

1,764
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター普及啓発及
び研修事業（再
掲）

別紙３（３）①参照
別紙３（４）参照

1,764
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部 別紙１（１０）⑩参照 0
共生社会・女
性活躍推進課

教育庁
ふくしま高校生
学びの変革支援
事業（再掲）

　学ぶ意欲の高い生徒を対象とした企画を実施し、資質・
能力の伸長及び学力の向上を図った。また、各校での理数
教育や思考力等を育む取組等を支援することで学びの変革
を推進し、本県高校生の進路実現につなげた。
○未来を担う高校生の資質・能力育成事業
○進路実現のための資質・能力育成事業
○「科学の甲子園」福島県大会事業

17,072
高校教育課

生活環境部
ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女
性活躍推進課

商工労働部

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」働く女性
のキャリアアッ
プ支援事業（再
掲）

別紙２（１）参照 10,328 雇用労政課

具体的施策
④地域における男女共同参画の学び・実践の広がりに寄与する人材の育成に努めます。

生活環境部

生活環境部
教育庁

具体的施策
⑥理工系分野や保健分野等男女の進出に差がある分野の関心を喚起するため広く情報提供に努めます。

具体的施策
⑦ふくしま女性活躍応援会議と連携し、女性の登用を促進し、女性自らが意欲を高く持ち、能力を発揮できる取組を推
進します。

具体的施策
⑤男女共生センターを拠点に、必要な情報の提供、相談窓口の充実、学習機会の提供・整備等、女性の能力発揮のため
の支援を行います。
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅲ 女性の活躍の促進
１ 女性の人材育成と能力発揮・活躍のための環境づくり
(2)  女性の職場における機会均等と能力発揮・活躍のための環境整備及び経済的自立の促進

当初予算額

（千円）

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①参照 1,480
共生社会・女性
活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女性
活躍推進課

生活環境部
男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）④参照 1,480
共生社会・女性
活躍推進課

教育庁
ふくしま高校生
学びの変革支援
事業（再掲）

　学ぶ意欲の高い生徒を対象とした企画を実施し、資質・
能力の伸長及び学力の向上を図った。また、各校での理数
教育や思考力等を育む取組等を支援することで学びの変革
を推進し、本県高校生の進路実現につなげた。
○未来を担う高校生の資質・能力育成事業
○進路実現のための資質・能力育成事業
○「科学の甲子園」福島県大会事業

17,072 高校教育課

ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女性
活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①②⑤参照 1,480
共生社会・女性
活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女性
活躍推進課

商工労働部

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」働く女性
のキャリアアッ
プ支援事業（再
掲）

別紙２（１）参照 10,328 雇用労政課

女性リーダー育
成研修会事業
（再掲）

　地域を牽引する女性農業者リーダーの育成研修会を開催
した。
■リーダー育成研修会
　開催日時：11月７日（金）
　参加人数：12名
　内容：対面における営業力アップの販売方法や売れる
　　　　テクニックについて
■リーダー育成研修会（機械）
　開催日時：11月14日（金）
　参加人数：10名
　内容：農作業安全に関する座学及び農業機械の操作・
　　　　メンテナンス

497 農業担い手課

女性グループ事
業活動支援事業
（再掲）

　女性グループを対象として、女性の視点を生かしながら
農業経営等のスキルアップや地域活性化につながる取組を
支援した。
事業実施団体数：4団体

2,500 農業担い手課

担当課事業名 事業内容担当部局

具体的施策
①女性の資産形成を進めるための啓発を行うなど、女性の経済的自立に向けた情報・学習機会を提供します。（Ⅴ2再
掲）

具体的施策
②学校において、男子向き女子向きといった考え方にとらわれず、専攻分野や職業について広く情報提供するととも
に、将来の経済的自立を念頭に置き、児童生徒が自主的に進路の適正な選択を行えるよう、進路指導の充実等に努めま
す。（Ⅱ１(2)再掲）

具体的施策
③女性労働者が就業を継続し、能力を発揮してキャリアアップできるよう、情報・学習機会の提供や、企業に対し、管
理職の意識改革や行動変容を促す働きかけを行います。（Ⅴ2再掲）

生活環境部

農林水産部

生活環境部
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当初予算額

（千円）
担当課事業名 事業内容担当部局

総務部

【新規】
誰もが輝けるＩ
Ｔキャリアアッ
プ塾事業

　県内での就職等を希望する受講生100名に、eラーニング
講座、スクーリング、ステップアップ講座等を提供した。
また、就労応援のため、12月及び3月に受講生と県内企業
等とのオンライン個別面談の機会を設けた結果、受講生63
名、企業等20者の参加があった。この事業により、33名の
就労等に貢献した。

27,900 私学・法人課

生活環境部
男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女性
活躍推進課

離職者等再就職
訓練事業（母子
家庭の母等の職
業的自立促進
コース）

　就労経験がないか又は就労経験に乏しい母子家庭の母等
の就職に必要な知識・技能の習得を図り、職業的自立を促
進するため、民間の教育訓練機関等多様な委託先を活用し
て短期課程の職業訓練を実施した。

1,749 産業人材育成課

ふくしまで働こ
う！就職応援事
業

別紙２（１０）参照 197,679 雇用労政課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」働く女性
のキャリアアッ
プ支援事業（再
掲）

別紙２（１）参照 10,328 雇用労政課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」働く女性
のキャリアアッ
プ支援事業（再
掲）

別紙２（１）参照 10,328 雇用労政課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

商工労働部

商工労働部

具体的施策
④県内に就職を目指す女性に、各種情報を提供するほか、技能研修や職業教育を通じた就業支援の充実に努めます。
（Ⅴ2再掲）

具体的施策
⑤男女雇用機会均等法等、労働関係法令の周知を図ります。

具体的施策
⑥男女の労働条件における格差をなくすための普及啓発を行います。

商工労働部
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当初予算額

（千円）
担当課事業名 事業内容担当部局

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

生活環境部

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業（再
掲）

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女性
活躍推進課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」働く女性
のキャリアアッ
プ支援事業（再
掲）

別紙２（１）参照 10,328 雇用労政課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

商工労働部
ふくしまで働こ
う！就職応援事
業（再掲）

別紙２（１０）参照 197,679 雇用労政課

商工労働部
労働条件等実態
調査の実施

別紙２（８）参照 2,511 雇用労政課

男女共生セン
ター普及啓発事
業（再掲）

別紙３（３）②参照 284
共生社会・女性
活躍推進課

　関係部局と連携を図りながら、取組みへの啓発をした。 0
共生社会・女性
活躍推進課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

商工労働部

商工労働部

生活環境部

商工労働部

具体的施策
⑧実質的な男女の均等を確保するため、女性の妊娠出産による不利益な取扱いや間接差別をなくす啓発活動を推進しま
す。

具体的施策
⑨事業主等に対し、新規学卒者の受け入れを含め、性差別のない正規雇用の拡大を促進します。

具体的施策
⑪ハラスメント防止対策を推進します。

具体的施策
⑦テレワークなど多様な就業形態の導入等、働きやすい制度の普及に努めます。

具体的施策
⑩女性労働者の実態を含め、県内の労働条件に関する実態把握に努め、調査結果等の成果を事業や取組に生かします。
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当初予算額

（千円）
担当課事業名 事業内容担当部局

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

商工労働部

商工労働部

具体的施策
⑬パートタイム・有期雇用労働法及びパートタイム・有期雇用労働指針等の周知と普及を図ります。

具体的施策
⑫ポジティブ・アクションの普及に努め、企業における取組の積極的な実施を促進します。
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅲ 女性の活躍の促進
１ 女性の人材育成と能力発揮・活躍のための環境づくり
(3) 自営業等における女性の労働に対する適正な評価と起業・経営参画への支援

当初予算額

（千円）

商工労働部
労働条件等実態
調査の実施（再
掲）

別紙２（８）参照 2,511 雇用労政課

農林水産部
　女性企業の実態を把握し、女性農業者に対する支援、男
女共同参画の推進等各種施策を企画・立案するための基礎
資料を作成した。

0 農業担い手課

農林水産部

　家族経営協定の締結により、家族間において女性が日ご
ろ果たしている役割を適正に評価し、家族間により良い
パートナーシップを創りだし、農村における仕事と生活の
バランスに配慮した働き方を推進した。

0 農業担い手課

女性リーダー育
成研修会事業
（再掲）

　地域を牽引する女性農業者リーダーの育成研修会を開催
した。
■リーダー育成研修会
　開催日時：11月７日（金）
　参加人数：12名
　内容：対面における営業力アップの販売方法や売れる
　　　　テクニックについて
■リーダー育成研修会（機械）
　開催日時：11月14日（金）
　参加人数：10名
　内容：農作業安全に関する座学及び農業機械の操作・
　　　　メンテナンス

497 農業担い手課

女性グループ事
業活動支援事業
（再掲）

　女性グループを対象として、女性の視点を生かしながら
農業経営等のスキルアップや地域活性化につながる取組を
支援した。
事業実施団体数：4団体

2,500 農業担い手課

女性リーダー育
成研修会事業
（再掲）

　地域を牽引する女性農業者リーダーの育成研修会を開催
した。
■リーダー育成研修会
　開催日時：11月７日（金）
　参加人数：12名
　内容：対面における営業力アップの販売方法や売れる
　　　　テクニックについて
■リーダー育成研修会（機械）
　開催日時：11月14日（金）
　参加人数：10名
　内容：農作業安全に関する座学及び農業機械の操作・
　　　　メンテナンス

497 農業担い手課

女性グループ事
業活動支援事業
（再掲）

　女性グループを対象として、女性の視点を生かしながら
農業経営等のスキルアップや地域活性化につながる取組を
支援した。
事業実施団体数：4団体

2,500 農業担い手課

農林水産部

具体的施策
①女性従業者や家族経営等における労働実態の把握に努め、女性が日頃から果たしている役割が正当に評価されるよう啓
発を行います。

具体的施策
②農家における家族経営協定締結の推進及び内容の充実や女性の労働の適正評価等により女性の経営参画を促進します。

具体的施策
④女性農業者が主体的に経営参画できるよう経営能力の向上を支援し、認定農業者への誘導を図ります。

具体的施策
③農業経営や起業活動に積極的に参画する意欲のある女性農業者に対する支援を行います。

担当課事業名担当部局 事業内容

農林水産部
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当初予算額

（千円）
担当課事業名担当部局 事業内容

農林水産部
福島県農業経
営・就農支援セ
ンター運営事業

　集落営農組織の組織化や担い手の法人化、経営改善等を
推進するため各種支援を行った。
　○農業経営・就農サポート事業
　 （事業主体：県）
  ・福島県農業経営・就農支援センター運営
　・農業法人設立支援、経営相談支援
　○県担い手育成総合支援協議会運営事業
　　（事業主体：福島県担い手育成総合支援協議会）
　・担い手に対する各種総合支援
　○伴走支援強化事業
　　(事業主体：一般社団法人福島県農業会議)
  ・専門家等による経営相談等で法人設立、経営改善等
    の支援

25,263 農業担い手課

総務部

【新規】
誰もが輝けるＩ
Ｔキャリアアッ
プ塾事業（再
掲）

　県内での就職等を希望する受講生100名に、eラーニング
講座、スクーリング、ステップアップ講座等を提供した。
また、就労応援のため、12月及び3月に受講生と県内企業等
とのオンライン個別面談の機会を設けた結果、受講生63
名、企業等20者の参加があった。この事業により、33名の
就労等に貢献した。

27,900 私学・法人課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①③参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

ふくしまで働こ
う！就職応援事
業（再掲）

別紙２（１０）参照 197,679 雇用労政課

【一部新規】
女性起業家活躍
支援事業

　県内にいる女性起業家に対し、創業支援スキルの向上
（ＩＭ取得）等の支援をすることで、女性が起業しやすい
環境づくりを推し進めていく。

7,700 産業振興課

商工労働部
中小企業制度資
金貸付金（起業
家支援保証）

　新たに事業を開始する創業者や独立開業者、ベンチャー
企業等を対象に、金融機関を通じて融資を行い支援した。
　新規融資実績　268件　1,402,409千円

- 経営金融課

農林水産部
女性グループ事
業活動支援事業
（再掲）

　女性グループを対象として、女性の視点を生かしながら
農業経営等のスキルアップや地域活性化につながる取組を
支援した。
事業実施団体数：4団体

2,500 農業担い手課

商工労働部

具体的施策
⑤法人化等の支援により、農村女性による起業活動や経営発展を促進します。

具体的施策
⑥就職、再就職及び起業に役立つ知識や技能（資格）等を習得できる機会を提供し、女性の参画・進出を応援します。

具体的施策
⑦起業希望者に対し助成や融資に関する支援制度を金融機関や経済団体等を通じて更に周知し、福島駅西口インキュベー
トルーム等支援機関の活動を通して、男女がともに利活用しやすいセミナーや相談等の実施に努めます。

生活環境部

27 Ⅲ－１ (3)



Ⅲ－１ (3)

当初予算額

（千円）
担当課事業名担当部局 事業内容

総務部

私立学校運営費
補助金（一般補
助）（幼稚園等
子育て支援推
進）

　私立幼稚園等における子育て支援活動を推進し、保護者
の育児に対する経済的･精神的負担の軽減を図り、安心して
子どもを産み育てる環境の整備を図るため以下の事業を実
施する幼稚園に対し補助を行った。
①預かり保育　　　　　　　　　　　５０園
②長期休業日預かり保育　　　　　　５３園
③休業日（土曜日等）預かり保育　　２３園
④子育て支援活動の推進　　　　　　３６園

265,500 私学・法人課

こども未来
局

地域の子育て支
援事業

　市町村の提供する延長保育事業、一時預かり事業や放課
後児童健全育成事業などの保育サービス等に対し、補助し
た。

3,593,848 子育て支援課

保健福祉部
病院内保育所運
営費補助事業

　子どもを持つ看護職員や医師等の離職防止と再就業の促
進を図るため、病院内保育所を運営している病院へ運営費
の一部を補助した。
　なお、24時間保育、病児保育、緊急一時保育、児童保育
及び休日保育の実施に対しては補助額を加算。
　補助施設数:18施設

99,424
医療人材対策

室

具体的施策
⑧保育所入所定員の拡大や多様な保育サービス、放課後児童対策により一層取り組むことにより、子育て家庭が必要なと
きに利用できる保育サービス等が充実するよう実施主体である市町村を支援します。（Ⅳ(2)再掲）
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅲ 女性の活躍の促進
２　意思決定過程における女性の参画の拡大
(1) 公的分野における参画の拡大

当初予算額

（千円）

全庁 （再掲） 別紙１（１０）②参照 0
共生社会・女性
活躍推進課

生活環境部 （再掲） 別紙１（１０）③参照 0
共生社会・女性
活躍推進課

総務部 　
　職員の能力・適性に応じ、様々な職務への配置や登用を
行った。

0 人事課

総務部
女性のための
キャリアデザイ
ン研修事業

　女性のキャリア形成を支援するための研修を実施した。
　実施日　　令和7年12月5日
　参加者数　40名

306 職員研修課

教育庁 　
　職員の能力・適性に応じ、様々な職務への配置や登用を
行った。

0 教育総務課

警察本部
・適性を有する人材の採用を計画的に推進した。
・職域の拡大を進めるとともに、職員の能力・適性に応じ
た配置を行い、積極的な幹部の登用を推進した。

0 警務課

総務部 　
　「福島県職員男女共同参画推進行動計画」に基づき計画
的に推進した。

0 人事課

教育庁
　職員の能力・適性に応じ、様々な職務への配置や登用を
行った。

0

教育総務課
職員課

義務教育課
高校教育課

警察本部
　「福島県警察ワークライフバランス等推進のための行動
計画」に基づき計画的に推進した。

0 警務課

総務部 （再掲）
　「福島県職員男女共同参画推進行動計画」に基づき計画
的に推進した。

0 人事課

教育庁
　男女共同参画の趣旨に沿って、女性管理職の登用に努め
た。

0
義務教育課
高校教育課

警察本部 （再掲）
　「福島県警察ワークライフバランス等推進のための行動
計画」に基づき計画的に推進した。

0 警務課

事業名 担当課事業内容担当部局

具体的施策
①「審議会等への女性の登用促進要綱」に基づき、女性の参画を引き続き進めます。

具体的施策
②男女共同参画人材リストについて、様々な分野で活躍する女性の情報収集に努めるとともに、活用を図ります。

具体的施策
③「福島県職員男女共同参画推進行動計画」等に基づく男女共同参画及び女性活躍に向けた取組をより一層推進しま
す。具体的には、女性職員のキャリア形成に資する研修等を実施するとともに、各職場においては、男女に隔たりな
く、職員の能力、資質、意欲等を踏まえた業務の分担を行い、女性職員が多様な職務経験を積めるよう努めます。

具体的施策
④女性の職員及び教員のポジティブ・アクションについて、男女共同参画推進条例の趣旨を尊重した取組を推進しま
す。

具体的施策
⑤県職員及び教員の管理職における女性の登用を促進します。
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当初予算額

（千円）
事業名 担当課事業内容担当部局

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業（再
掲）

別紙１（４）参照 508
共生社会・女性
活躍推進課

（再掲） 別紙１（１０）①参照 0
共生社会・女性
活躍推進課

男女共生セン
ター普及啓発事
業（再掲）

別紙３（３）①参照 284
共生社会・女性
活躍推進課

具体的施策
⑥女性の政治参加の重要性についての啓発を実施します。

生活環境部
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅲ 女性の活躍の促進
２　意思決定過程における女性の参画の拡大
(2) 企業、団体、地域等における参画の拡大

当初予算額

（千円）

全庁 別紙１（１０）⑨参照 0
共生社会・女性
活躍推進課

生活環境部

【新規】
ともに輝くふく
しまライフスタ
イル推進事業
（再掲）

別紙１（６）参照 65,933
共生社会・女性
活躍推進課

生活環境部
ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女性
活躍推進課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」働く女性
のキャリアアッ
プ支援事業（再
掲）

別紙２（１）参照 10,328 雇用労政課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」経営者・
企業内担当者の
意識改革事業
（再掲）

別紙２（２）参照 6,098 雇用労政課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

具体的施策
①企業、団体、地域における固定的な性別役割分担意識の解消への取組を促進します。

具体的施策
②企業等に対して、多様な働き方に柔軟に対応できる職場環境の整備が、有能な人材の確保、育成、定着及び生産性の向
上などにつながり、利点の多い取組であることを啓発します。

商工労働部

担当課事業内容担当部局 事業名
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当初予算額

（千円）
担当課事業内容担当部局 事業名

総務部

福島県発注建設
工事の入札参加
における加点措
置（再掲）

１　建設工事入札参加資格審査にあたり、次の各場合に
　主観点を加点した。
　・企業が「働く女性応援」中小企業認証を受けている
    場合
　・企業が「『仕事と生活の調和』推進企業認証」を受
　　けている場合
２　建設工事及び工事に係る委託業務の総合評価方式入
　札における評価項目として、次の各場合に加点を行っ
た。
　・企業が「働く女性応援」中小企業認証を受けている
　　場合(標準型・簡易型）
　・企業が「『仕事と生活の調和』」推進企業認証を受
　　けている場合
　（標準型・簡易型）
　・企業が女性技術者を主任技術者等へ配置する場合
　（全類型）

0 入札監理課

商工労働部

【新規】中小企
業制度資金貸付
金(ふくしま産
業育成資金(女
性活躍応援枠))

県制度資金による金融面の支援
　①次世代育成支援企業認証制度
　②えるぼし認定　③くるみん認定
　のいずれかの認証を受けた中小企業者を対象に、金融機
関を通じて低利の融資を行い支援した。
新規融資実績　5件　70,520千円

－ 経営金融課

出納局
物品調達におけ
る優先選定

　県が行う物品調達において、見積参加者を、次世代育成
認証企業の中から、優先的に選定した。

0 入札用度課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」働く女性
のキャリアアッ
プ支援事業（再
掲）

別紙２（１）参照 10,328 雇用労政課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

生活環境部 （再掲） 別紙１（１０）①参照 0
共生社会・女性
活躍推進課

　農業協同組合の役員については、農業協同組合法第30条
第13項で、「農業協同組合は、その理事の年齢及び性別に
著しい偏りが生じないように配慮しなければならない。」
と規定されており、定期的なヒアリング及び通常の監督事
務を通じて推進した。

0 農業経済課

　農業委員改選前に市町村農業委員会への働き掛けを行
い、農業委員への女性の登用促進を図った。

0 農業担い手課

具体的施策
③入札制度において、働く女性応援や仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する取組を行っている企業の
評価を加算するなど、企業の取組を促進します。

具体的施策
④女性労働者の能力発揮やキャリアアップに向けた研修、ポジティブ・アクションの導入等を促進します。

具体的施策
⑤町内会・自治会等、地域コミュニティの意思決定過程への女性の参画の拡大を促進します。

農林水産部

具体的施策
⑥農業協同組合の役員、農業委員への女性の登用促進や、農業協同組合等への女性の正組合員加入拡大について、啓発活
動を推進します。
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当初予算額

（千円）
担当課事業内容担当部局 事業名

生活環境部
ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女性
活躍推進課

具体的施策
⑦ふくしま女性活躍応援会議と連携し、女性が活躍できる環境づくりに向けた気運の醸成や組織のトップをはじめとした
意識改革、女性の登用への取組を促進します。
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅳ　仕事と生活の調和を図るための環境の整備
(1) 女性活躍に資する多様で柔軟な働き方の促進等、働き方改革の推進

当初予算額

（千円）

総務部

福島県発注建設
工事の入札参加
における加点措
置（再掲）

１　建設工事入札参加資格審査にあたり、次の各場合に
　主観点を加点した。
　・企業が「働く女性応援」中小企業認証を受けている
    場合
　・企業が「『仕事と生活の調和』推進企業認証」を受
　　けている場合
２　建設工事及び工事に係る委託業務の総合評価方式入
　札における評価項目として、次の各場合に加点を行っ
　た。
　・企業が「働く女性応援」中小企業認証を受けている
　　場合(標準型・簡易型）
　・企業が「『仕事と生活の調和』」推進企業認証を受
　　けている場合（標準型・簡易型）
　・企業が女性技術者を主任技術者等へ配置する場合
　（全類型）

0 入札監理課

ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）②⑤参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」経営者・
企業内担当者の
意識改革事業
（再掲）

別紙２（２）参照 6,098 雇用労政課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」企業の魅
力アップ奨励金
（再掲）

別紙２（３）参照 44,864 雇用労政課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」企業内子
育て支援施設整
備事業（再掲）

別紙２（４）参照 12,500 雇用労政課

担当課事業内容事業名担当部局

具体的施策
①ふくしま女性活躍応援会議と連携し、社会変化やライフイベントに応じた働き方について組織トップの意識の醸成を
図るとともに、働き方全般を見直し、誰もが仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を図れる働きやすい環境
づくりを推進する企業・団体等を応援します。（Ⅰ(1)、Ⅳ(3)再掲）

生活環境部

商工労働部
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当初予算額

（千円）
担当課事業内容事業名担当部局

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

【新規】中小企
業制度資金貸付
金(ふくしま産
業育成資金(女
性活躍応援枠))
（再掲）

県制度資金による金融面の支援
　①次世代育成支援企業認証制度
　②えるぼし認定　③くるみん認定
　のいずれかの認証を受けた中小企業者を対象に、金融機
関を通じて低利の融資を行い支援した。
新規融資実績　5件　70,520千円

- 経営金融課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

商工労働部
勤労者支援融資
制度

別紙２（９）参照 75,000 雇用労政課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

具体的施策
⑤長時間労働の是正や年次有給休暇の取得促進に向け、企業への啓発を行います。

商工労働部

具体的施策
①ふくしま女性活躍応援会議と連携し、社会変化やライフイベントに応じた働き方について組織トップの意識の醸成を
図るとともに、働き方全般を見直し、誰もが仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を図れる働きやすい環境
づくりを推進する企業・団体等を応援します。（Ⅰ(1)、Ⅳ(3)再掲）

具体的施策
②育児・介護休業制度を広く周知するとともに、取得しやすい職場環境の実現に向けて取り組みます。

具体的施策
③育児・介護休業法に定める子育て期間中の勤務時間短縮等の措置について、普及啓発に努めます。

具体的施策
④育児・介護休業中等の勤労者に対して、生活安定に必要な資金を低利で融資します。

商工労働部

商工労働部

商工労働部
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当初予算額

（千円）
担当課事業内容事業名担当部局

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

生活環境部
男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

商工労働部

商工労働部

具体的施策
⑥再就職を希望する人が円滑に就職できるよう、受入環境整備を促進します。

具体的施策
⑦女性の再就職に向け、情報提供、キャリアカウンセリング、職業訓練などの支援や、再就職に関する支援を行いま
す。

具体的施策
⑧パートタイム労働者・派遣労働者などの非正規雇用者においても子育てや介護がしやすく働きやすい職場環境の実現
に向け普及啓発に努めます。

36 Ⅳ－(1)  



Ⅳ－(2) 

ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅳ　仕事と生活の調和を図るための環境の整備
(2) 育児・介護にかかる社会的支援の拡大

当初予算額

（千円）

総務部

私立学校運営費
補助金（一般補
助）（幼稚園等
子育て支援推
進）（再掲）

　私立幼稚園等における子育て支援活動を推進し、保護者
の育児に対する経済的･精神的負担の軽減を図り、安心し
て子どもを産み育てる環境の整備を図るため以下の事業を
実施する幼稚園に対し補助を行った。
①預かり保育　　　　　　　　　　５０園
②長期休業日預かり保育　　　　　５３園
③休業日（土曜日等）預かり保育　２３園
④子育て支援活動の推進　　　　　３６園

265,500 私学・法人課

避難地域復
興局

【一部新規】
避難地域への移
住促進事業

＜概要＞
　女性をはじめとした多様な人材が働きやすい環境づくり
を推進している企業等を発掘し、避難地域12市町村におけ
る活躍モデルとして情報発信するとともに、企業の意識醸
成のためのセミナーを開催する等、企業の働きやすい環境
づくりの支援を行った。
＜R7実績＞
・企業向けセミナー　３回開催　３０社参加
・セミナー参加企業に対する伴走支援　９社

28,600
避難地域復興

課

保健福祉部
病院内保育所運
営費補助事業
（再掲）

　子どもを持つ看護職員や医師等の離職防止と再就業の促
進を図るため、病院内保育所を運営している病院へ運営費
の一部を補助した。
　なお、24時間保育、病児保育、緊急一時保育、児童保育
及び休日保育の実施に対しては補助額を加算する。
　補助施設数:18施設

99,424
医療人材対策

室

こども未来
局

地域の子育て支
援事業

　市町村の提供する延長保育事業、一時預かり事業や放課
後児童健全育成事業などの保育サービス等に対し、補助し
た。
 補助市町村数：５６市町村

3,593,848 子育て支援課

こども未来
局

やさしさあふれ
るふくしま子育
て応援事業

　福島県で子育てを行いたいという県民が増えるよう、地
域社会や企業とともに、こどもや子育て中の人々を応援す
る気運の醸成を図った。

15,616
こども・青少

年政策課

こども未来
局

産前・産後支援
事業（再掲）

　妊婦や乳幼児を持つ保護者を対象に電話相談窓口を設置
し、子育てや健康に関する相談に対応するとともに訪問に
よる支援や乳幼児を持つ保護者同士の交流の場を設けた。
相談件数：1057件、母子訪問件数：601件、母乳育児支
援：454件、サロン：115回733組

23,852 子育て支援課

担当部局 担当課事業内容事業名

具体的施策
①保育所入所定員の拡大や多様な保育サービス、放課後児童対策により一層取り組むことにより、子育て家庭が必要な
ときに利用できる保育サービス等が充実するよう実施主体である市町村を支援します。（Ⅲ１(3)再掲）

具体的施策
②「子育て支援を進める県民運動」を一層推進し、安心して子育てができるとともに、子どもが健やかに育つことがで
きる環境づくりを進めます。

具体的施策
③子育て等に関する相談・情報提供体制を整備します。
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当初予算額

（千円）
担当部局 担当課事業内容事業名

総務部

私立学校運営費
補助金（一般補
助）（幼稚園等
子育て支援推
進）（再掲）

　私立幼稚園等における子育て支援活動を推進し、保護者
の育児に対する経済的･精神的負担の軽減を図り、安心し
て子どもを産み育てる環境の整備を図るため以下の事業を
実施する幼稚園に対し補助を行った。
①預かり保育　　　　　　　　　　５０園
②長期休業日預かり保育　　　　　５３園
③休業日（土曜日等）預かり保育　２３園
④子育て支援活動の推進　　　　　３６園

265,500 私学・法人課

世代間交流によ
る地域コミュニ
ティ再構築事業

　震災後、改めて見直されている社会全体での子育て支援
を推進するため、知恵と経験を持つ高齢者と子ども達が地
域資源を活用して交流する「地域の寺子屋」を県内各地で
開催した。
・地域の寺子屋セミナーの開催：６回　参加者１５０名
・地域の寺子屋の開催：１４回　参加者５９２名

3,655
こども・青少

年政策課

子育ち･子育て
環境づくり総合
対策事業（福島
県子ども・子育
て会議設置運営
事業）

　子どもや保護者の子育てを取り巻く各分野の団体からの
推薦を受けた者や学識経験者、一般県民からの公募により
構成する審議会「福島県子ども・子育て会議」を設置し、
意見を伺った。
・子ども・子育て会議：２回開催
・認定こども部会：３回開催

1,197
こども・青少

年政策課
子育て支援課

ホームヘルプパ
ワーアップ作戦

　訪問介護サービスの質の向上を図るため、訪問介護員の
研修を実施した。
　新任訪問介護員研修、訪問介護テーマ別技術向上研修、
訪問介護適正実施研修　各2回実施 受講者合計294人

1,047 社会福祉課

社会福祉施設整
備事業

　市町村等による老人福祉施設の整備を支援するため、施
設建設に要する経費への補助を行った。
　○補助対象施設：特別養護老人ホーム、養護老人ホー
ム、ケアハウス
  　補助施設数:9件

311,670 高齢福祉課

社会福祉施設整
備事業（再掲）

　市町村等による老人福祉施設の整備を支援するため、施
設建設に要する経費への補助を行った。
　○補助対象施設：特別養護老人ホーム、養護老人ホー
ム、ケアハウス
  　補助施設数:9件

311,670 高齢福祉課

介護実習・普及
事業

　県民介護講座の開催等を通じて、地域住民への介護の知
識・技術の普及を図るとともに、「高齢化社会は地域住民
全体で支えるもの」という考え方を広く啓発した。
　また、福祉機器の展示並びに住宅改修を含めた相談体制
の整備等を行った。 講座48回開催 受講者合計1,153人

34,448 社会福祉課

具体的施策
④子育てサークルの情報について収集・提供を行い、相互交流によるネットワーク化・機能強化を図るとともに、地域
子育て支援拠点の設置を進め、地域で子育てを支援・応援する環境づくりに努めます。

具体的施策
⑤介護保険の対象となる在宅及び施設サービスの提供基盤の整備を促進します。

保健福祉部

保健福祉部

こども未来
局

具体的施策
⑥介護予防施策や自立した生活の支援を行う生活支援施策の充実と軽費老人ホーム等の整備を促進します。
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Ⅳ　仕事と生活の調和を図るための環境の整備
(3) 家庭・地域等における男性の参画の促進

当初予算額

（千円）

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業（再
掲）

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女
性活躍推進課

ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女
性活躍推進課

【新規】
ともに輝くふく
しまライフスタ
イル推進事業

別紙１（６）参照 65,933
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）②参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター交流関連事
業（再掲）

別紙３（６）②参照 1,035
共生社会・女
性活躍推進課

生活環境部
男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）②参照
※その他、男女共生センターにおける調査事業・研修事業
を通じて推進した。

1,480
共生社会・女
性活躍推進課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

具体的施策
②男性が家事、育児及び介護などの家庭生活に参画するための学習機会を充実します。

具体的施策
③男性が育児・介護休業を取得しやすい環境整備及び、地域活動（ボランティア）休暇制度の導入を進めます。

生活環境部

具体的施策
①男性の固定的な性別役割分担意識にとらわれない意識の醸成に努め、地域活動・家庭生活等への参画の重要性を啓
発するとともに、広く若年層、高年層へ普及啓発を進めます。

担当課事業内容事業名担当部局

商工労働部
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当初予算額

（千円）
担当課事業内容事業名担当部局

総務部

福島県発注建設
工事の入札参加
における加点措
置（再掲）

１　建設工事入札参加資格審査にあたり、次の各場合に
　主観点を加点した。
　・企業が「働く女性応援」中小企業認証を受けている
    場合
　・企業が「『仕事と生活の調和』推進企業認証」を受
　　けている場合
２　建設工事及び工事に係る委託業務の総合評価方式入
　札における評価項目として、次の各場合に加点を行っ
　た。
　・企業が「働く女性応援」中小企業認証を受けている
　　場合(標準型・簡易型）
　・企業が「『仕事と生活の調和』」推進企業認証を受
　　けている場合（標準型・簡易型）
　・企業が女性技術者を主任技術者等へ配置する場合
　（全類型）

0 入札監理課

避難地域復
興局

【一部新規】
避難地域への移
住促進事業

＜概要＞
　女性をはじめとした多様な人材が働きやすい環境づくり
を推進している企業等を発掘し、避難地域12市町村におけ
る活躍モデルとして情報発信するとともに、企業の意識醸
成のためのセミナーを開催する等、企業の働きやすい環境
づくりの支援を行った。
＜R7実績＞
・企業向けセミナー　３回開催　３０社参加
・セミナー参加企業に対する伴走支援　９社

28,600
避難地域復興

課

ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）②⑤参照 1,480
共生社会・女
性活躍推進課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」経営者・
企業内担当者の
意識改革事業
（再掲）

別紙２（２）参照 6,098 雇用労政課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」企業の魅
力アップ奨励金
（再掲）

別紙２（３）参照 44,864 雇用労政課

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」企業内子
育て支援施設整
備事業（再掲）

別紙２（４）参照 12,500 雇用労政課

福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業（再掲）

別紙２（６）参照 370 雇用労政課

【新規】中小企
業制度資金貸付
金(ふくしま産
業育成資金(女
性活躍応援枠))
（再掲）

県制度資金による金融面の支援
　①次世代育成支援企業認証制度
　②えるぼし認定　③くるみん認定
　のいずれかの認証を受けた中小企業者を対象に、金融機
関を通じて低利の融資を行い支援した。
新規融資実績　5件　70,520千円

- 経営金融課

具体的施策
④ふくしま女性活躍応援会議と連携し、社会変化やライフイベントに応じた働き方について組織トップの意識の醸成
を図るとともに、働き方全般を見直し、誰もが仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を図れる働きやすい
環境づくりを推進する企業・団体等を応援します。（Ⅰ(1)、Ⅳ(1)再掲）

生活環境部

商工労働部
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅴ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶と安心な暮らしや健康への支援
１ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶
(1)  女性等に対する暴力の根絶に向けた取組の推進

当初予算額

（千円）

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業（再
掲）

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女性
活躍推進課

男女共生セン
ター普及啓発及
び研修事業（再
掲）

別紙３（３）②参照
別紙３（４）④参照

1,764
共生社会・女性
活躍推進課

こども未来
局

福島県困難な問
題を抱える女性
への支援調整会
議（再掲）

　女性の人権侵害防止と被害者救済の視点から、特に深刻
で緊急な救済を要するＤＶ（ドメスティック・バイオレン
ス）について、人権に関する啓発や被害者支援等の総合的
な対策を図るため、民間・警察・行政などの関係諸機関が
有機的に連携し、予防、通報、相談、保護及び自立支援等
について、総合的な対応を図るため、福島県困難な問題を
抱える女性への支援調整会議を運営した（構成機関38）。
【会議開催１回（R7.11.18）】

984 児童家庭課

警察本部

　配偶者暴力被害防止に向け、県警だより、ラジオ放送等
による広報啓発を行った。
　また、県、国、関係団体のＤＶ防止ポスター等を警察署
等に掲示し、暴力が人権侵害であることを広報・啓発し
た。

0
少年女性安全対

策課

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業（再
掲）

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女性
活躍推進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）④参照 1,480
共生社会・女性
活躍推進課

こども未来
局

令和７年度実施
なし

教育庁
不登校・いじめ
等対策推進事業

　①不登校・いじめ問題等対策支援に係る研究協議
　②研修会の開催及び学校等への支援
　いじめ問題の未然防止及び早期発見・早期解決などいじ
め問題について研修会を開催、市町村教育委員会、小・中
学校へのいじめ問題などへの支援を行った。

8,967 義務教育課

「人権への気づ
き」推進事業
（再掲）

別紙１（１）参照 196
共生社会・女性
活躍推進課

男女共生セン
ター普及啓発及
び研修事業（再
掲）

別紙３（３）②参照
別紙３（４）④参照

1,764
共生社会・女性
活躍推進課

こども未来
局

令和７年度実施
なし

警察本部
　県、国、関係団体のＤＶ防止ポスター等を警察署等に掲
示し、暴力が人権侵害であることを広報・啓発した。

0
少年女性安全対

策課

具体的施策
②学校教育において児童生徒の発達段階に応じて、生命尊重、男女平等、男女の相互理解と協力の重要性など人権尊重
に立脚した教育を行い、児童生徒が将来の暴力に対する被害者、加害者にならないように認識を深める取組を進めま
す。

具体的施策
③若年層だけでなくすべての年齢層に対し、暴力、売買春は人権侵害であるという広報啓発を行います。

生活環境部

担当部局

生活環境部

生活環境部

具体的施策
①ＤＶやセクシュアル・ハラスメントは重大な人権侵害であり、暴力は犯罪であることなどについて、人権尊重に立脚
した普及・啓発を推進します。

担当課事業名 事業内容
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当初予算額

（千円）
担当部局 担当課事業名 事業内容

生活環境部
男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女性
活躍推進課

こども未来
局

令和７年度実施
なし

教育庁
令和７年度実施
なし

生活環境部
こども未来
局
警察本部

　生活環境部、こども未来局、県警、民間が連携し、国の
動向を踏まえながら今後の課題として研究した。

0

共生社会・女性
活躍推進課
児童家庭課

少年女性安全対
策課

警察本部
　ＤＶ、ストーカーなどの事案に対し、積極的に事件化を
図るとともに、再被害の防止のため、被害者へ継続的に連
絡し、被害者の意向には丁寧に対応した。

0
少年女性安全対

策課

生活環境部 　
　各種会議等で周知したほか、関係部局と連携しながら取
り組みへの啓発を行った。

0
共生社会・女性
活躍推進課

商工労働部
福島県次世代育
成支援企業認証
事業（再掲）

別紙２（５）参照 5,134 雇用労政課

高齢者等のいの
ちと権利を守る
総合支援事業

　成年後見制度利用促進体制整備のための地域連携ネット
ワーク及び地域連携ネットワークの中核機関を設置しよう
とする市町村に対し、社会福祉士等の専門職を派遣するな
どの支援を実施した。また、高齢者虐待防止、成年後見制
度など権利擁護推進施策を総合的に協議する会議を設置・
開催するとともに、市町村職員や施設職員に対し、虐待防
止・権利擁護に関する研修を行った。
　専門職を派遣した市町村数＝33市町村
　研修回数＝11回
　受講者合計数＝898人

14,398 高齢福祉課

社会参加促進事
業

　「障がい者１１０番」運営事業
　障がい者の人権に関わる専門相談窓口を開設して電話又
は来所による相談に応じ、人権保護のための支援を行っ
た。

2,401 障がい福祉課

こども未来
局

福島県困難な問
題を抱える女性
への支援調整会
議（再掲）

　女性の人権侵害防止と被害者救済の視点から、特に深刻
で緊急な救済を要するＤＶ（ドメスティック・バイオレン
ス）について、人権に関する啓発や被害者支援等の総合的
な対策を図るため、民間・警察・行政などの関係諸機関が
有機的に連携し、予防、通報、相談、保護及び自立支援等
について、総合的な対応を図るため、福島県困難な問題を
抱える女性への支援調整会議を運営した（構成機関38）。
【会議開催１回（R7.11.18）】

984 児童家庭課

具体的施策
⑦職場、学校、地域におけるセクシュアル・ハラスメントの防止に向けた取組を促進します。

具体的施策
⑧児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待等の家庭内の暴力防止について、地域に密着した相談支援体制の充実を図り、ま
た、市町村での虐待防止活動を支援します。

具体的施策
④リーガル・リテラシーを高める啓発活動を行い、女性や少女が人権侵害を我慢しない意識づくりや環境づくりに取り
組みます。

具体的施策
⑤女性等に対する暴力について定期的に実態を把握し、今後のＤＶ防止やＤＶ加害者対策などの施策に的確に反映させ
ます。

具体的施策
⑥性犯罪、売買春やＤＶ、ストーカー行為、インターネット上の暴力など、女性への暴力に対し厳正に対処し取締を強
化します。

保健福祉部
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅴ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶と安心な暮らしや健康への支援
１ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶
(2) 女性等に対する暴力の被害者支援と再発防止対策

当初予算額

（千円）

生活環境部
男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

こども未来
局

福島県困難な問
題を抱える女性
への支援調整会
議（再掲）

　女性の人権侵害防止と被害者救済の視点から、特に深刻
で緊急な救済を要するＤＶ（ドメスティック・バイオレン
ス）について、人権に関する啓発や被害者支援等の総合的
な対策を図るため、民間・警察・行政などの関係諸機関が
有機的に連携し、予防、通報、相談、保護及び自立支援等
について、総合的な対応を図るため、福島県困難な問題を
抱える女性への支援調整会議を運営した（構成機関38）。
【会議開催１回（R7.11.18）】

984 児童家庭課

警察本部
　女性等の人権侵害防止と被害者救済の観点から、民間・
行政等関係機関と連携し、予防、通報、相談、保護及び自
立支援等について、総合的な対応を図った。

0

少年女性安全
対策課

県民サービス
課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

性暴力等被害者
支援事業

別紙１（７）参照 18,398
共生社会・女
性活躍推進課

こども未来
局

福島県困難な問
題を抱える女性
への支援調整会
議（再掲）

　女性の人権侵害防止と被害者救済の視点から、特に深刻
で緊急な救済を要するＤＶ（ドメスティック・バイオレン
ス）について、人権に関する啓発や被害者支援等の総合的
な対策を図るため、民間・警察・行政などの関係諸機関が
有機的に連携し、予防、通報、相談、保護及び自立支援等
について、総合的な対応を図るため、福島県困難な問題を
抱える女性への支援調整会議を運営した（構成機関38）。
【会議開催１回（R7.11.18）】

984 児童家庭課

警察本部

　被害者に対し、事案に応じて、必要な自衛措置や女性の
ための相談支援センター等の関係機関、保護命令制度等を
教示し、ＤＶによる被害の発生を防止するための措置につ
いて指導助言を行うとともに、性暴力等被害者の精神的・
経済的負担を軽減するための各種公費負担制度の広報啓発
を実施し、性暴力等被害の潜在化を防いだ。
  また、被害者との定期連絡を実施し、事案の継続的な把
握に努め、被害の再発防止を図った。

508

少年女性安全
対策課

県民サービス
課

具体的施策
①ドメスティックバイオレンス対策連絡会議などにより、関係機関の連携を図りながら、被害者等の支援と再発防止対策
を進めます。

具体的施策
②被害者等が相談しやすいよう、窓口の広報を強化するとともに、被害者の自立支援に関する制度や被害者の精神的被
害・経済的負担を軽減するための制度を広く周知し、ＤＶ被害、性被害の潜在化を防ぎます。

生活環境部

事業内容 担当課担当部局 事業名
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当初予算額

（千円）
事業内容 担当課担当部局 事業名

夜間・休日の相
談体制充実強化
事業

　女性のための相談支援センターにおいて女性相談支援員
を配置し、夜間・休日の相談にも対応できるよう相談体制
の強化を図った。
【女性のための相談支援センターに女性相談支援５名を配
置】

19,208 児童家庭課

ＤＶ被害者支援
スタッフ養成事
業

　ＤＶセンターや市町村福祉事務所等、ＤＶ相談窓口とな
る職務関係者に対して、専門的な研修を行い、ＤＶ被害者
支援体制を強化した。
【研修実施回数４回】

549 児童家庭課

女性相談支援専
門員の設置

　ＤＶに関する知識を有する福祉、法律、医療等の専門家
を女性相談支援専門員として女性のための相談支援セン
ターに設置し、女性相談支援員が実施している電話相談及
び来所相談等のうち、困難なケースについて助言指導を受
けた。
【医療・法律・福祉各１名配置】

93 児童家庭課

女性相談支援員
活動強化事業

　保健福祉事務所をＤＶ防止法に基づくＤＶセンターに指
定し、その業務を中心的に担う女性相談支援員を設置する
ことにより、警察・医療・司法等との連携強化を図った。
【12名配置（保健福祉事務所、兼務者を含む。）】

21,189 児童家庭課

女性支援スー
パーバイズ事業

　困難な問題を抱える女性の支援を行っている女性のため
の相談支援センター及び保健福祉事務所が、福島県弁護士
会と連携し、弁護士の派遣により法的助言を受けること
で、相談支援技術の向上を図り、適切な支援を行った。
【実施回数12回】

887 児童家庭課

警察本部

○相談体制の整備
　警察本部の警察安全相談室及び県内各警察署の「相談・
支援係」において、担当職員の他、警察本部にあっては警
察安全相談アドバイザー、警察安全相談員、少年相談専門
員が、各警察署にあっては警察安全相談員が相談に応じ
た。
  また、女性安全相談所（福島署駅前、郡山署駅前、会津
若松署栄町、いわき中央署駅前の各交番）のほか、各所に
多数配置されている女性警察官が被害等の相談を受理する
など、女性が届出しやすい環境づくりに努めた。
○相談担当職員の研修の実施
　相談担当職員のレベルアップを図るため、「相談・支援
係長等研修会」を開催するとともに、各警察署の警察安全
相談員に対する「巡回指導」を実施した。

0
県民サービス

課
地域企画課

こども未来
局

市町村における
支援体制整備の
ための支援

　市町村における支援調整会議や女性相談支援員の配置、
ＤＶセンターの設置など支援体制整備の推進のため、保健
福祉事務所等において情報提供や研修開催等の支援を行っ
た。
【会議開催１回（R7.9.2）】

1,111 児童家庭課

こども未来
局

具体的施策
③県において相談体制の一層の充実を図り、また市町村担当職員も対象に相談員の質を高めるための研修や情報を提供す
るとともに、配偶者暴力相談支援センター（ＤＶセンター）の運営に必要なノウハウ等を提供し、市町村における配偶者
暴力防止法に基づく基本計画の策定を働きかけます。

具体的施策
④配偶者暴力相談支援センター（ＤＶセンター）の設置などを促進するため、情報提供や連携強化を通じて市町村に対す
る支援を行います。
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当初予算額

（千円）
事業内容 担当課担当部局 事業名

生活環境部
男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

緊急避難支援事
業

　ＤＶ被害者が夜間に保護を求めた場合、遠距離の場合は
女性のための相談支援センターへの移送が困難であり、ま
た、ＤＶ被害者の心身への負担を伴うため、被害者に宿泊
費等を支給し、心身の負担軽減を図った。
　同センターで受け入れ困難な多様な状況にある被害者
（男性やLGBTQ等）が危険な状況から一時的に避難できるよ
う、宿泊費用等を支給した。

2,622 児童家庭課

女性センター退
所者自立生活支
援事業

　女性のための相談支援センター退所後に、同センター職
員が電話相談、家庭・職場訪問等を継続して行い、地域社
会で安定した生活を維持できるよう支援した。
【対象者数22名】

147 児童家庭課

入所児童すこや
か保育事業

　女性のための相談支援センターにおいて、同伴児の保育
業務の充実等、保護環境の向上を図った。
【施設に入所した幼児、乳児の人数41人】

9,321 児童家庭課

　ＤＶ被害者等は精神的ダメージを受けていることが多い
ことから、女性のための相談支援センター入所者に対して
定期的に面接を行い、自立のための援助を行った。
（退所後における電話相談や家庭訪問等のアフターケア
は、上記「女性センター退所者自立生活支援事業」で実
施）

0 児童家庭課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

性暴力等被害者
支援事業（再
掲）

別紙１（７）参照 18,398
共生社会・女
性活躍推進課

こども未来
局

心のケア促進の
ための精神科医
の配置

　ＤＶ被害者は、暴力を受けたことにより、心的外傷後ス
トレス障害（PTSD）など、なんらかの精神的な不調を抱え
ている者が多い。精神科医療機関による治療を必要とする
者に対する心のケアは非常に困難であり、専門医による処
置が必要である。そのため、嘱託医として精神科医を配置
し心のケアを行うことにより、早期回復を図った。
【精神科診療実施回数10回】

352 児童家庭課

警察本部

　精神的被害が深刻な被害者に対し、部内カウンセラーが
危機介入やカウンセリング等を行ったほか、県警被害者カ
ウンセラーとして委嘱している部外の臨床心理士等のカウ
ンセリング等を実施したり、カウンセリング費用の公費負
担制度運用により被害者の精神的被害の回復や軽減を図っ
た。また、県警被害者カウンセリングアドバイザーを委嘱
し被害者の精神的被害の回復や軽減を図るための支援体制
を維持した。

66
県民サービス

課

具体的施策
⑥一時保護所における保護環境の一層の質の向上や女性支援パートナーの充実を図ります。

具体的施策
⑤保護を必要とする女性に対する緊急一時保護等の体制の充実を図るとともに、必要に応じた継続的な自立支援を行いま
す。

こども未来
局

こども未来
局

具体的施策
⑦被害者の精神的被害の軽減及び自立に向けたカウンセリング等の支援体制を整備します。

生活環境部
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Ⅴ－１ (2)

当初予算額

（千円）
事業内容 担当課担当部局 事業名

生活環境部 別紙１（１０）⑪参照 0
共生社会・女
性活躍推進課

こども未来
局

婦人保護対策事
務経費

　ＤＶ予防啓発やＤＶ相談窓口案内のリーフレット等を作
成し、知識の普及を図った。

134 児童家庭課

教育庁
令和７年度実施
なし

警察本部

  ＤＶ等防止に向けて、県警だより、ラジオ放送等による
広報、さらには県、国、関係団体のＤＶ防止ポスター等を
警察署等に掲示し、暴力が人権侵害であることを広報・啓
発した。
　また、性暴力等被害救援協力機関「ＳＡＣＲＡふくし
ま」の周知を図り、性暴力等を許さない社会を実現するた
めの広報啓発活動を実施した。

0

少年女性安全
対策課

県民サービス
課

こども未来
局

福島県困難な問
題を抱える女性
への支援調整会
議（再掲）

　女性の人権侵害防止と被害者救済の視点から、特に深刻
で緊急な救済を要するＤＶ（ドメスティック・バイオレン
ス）について、人権に関する啓発や被害者支援等の総合的
な対策を図るため、民間・警察・行政などの関係諸機関が
有機的に連携し、予防、通報、相談、保護及び自立支援等
について、総合的な対応を図るため、福島県困難な問題を
抱える女性への支援調整会議を運営した（構成機関38）。
【会議開催１回（R7.11.18）】

984 児童家庭課

生活環境部
性暴力等被害者
支援事業（再
掲）

別紙１（７）参照 18,398
共生社会・女
性活躍推進課

教育庁
教育相談推進事
業

　電話相談窓口「ふくしま２４時間子どもSOS」を設置し、
相談体制を整え、迅速な対応を図った。

9,185 義務教育課

警察本部

　性暴力等被害救援協力機関（ＳＡＣＲＡふくしま）の運
営時間外に入電した相談電話のうち、被害直後及び緊急的
対応が必要な場合で、内閣府が設置したコールセンターを
経て県警に引き継がれた事案について、速やかに所要の対
応を図った。また、緊急の対応を要しないが相談者が警察
への相談を希望する場合も24時間365日対応で相談を受理し
た。

0
県民サービス

課

具体的施策
⑧ＤＶや性被害等の暴力被害を生まない社会づくりのため、暴力防止教育や知識の普及に関する啓発を実施します。

具体的施策
⑨シェルター（緊急一時避難施設）等を運営する民間団体の育成、支援、連携のあり方等を検討します。

具体的施策
⑩性暴力等被害救援協力機関（ＳＡＣＲＡふくしま）の相談や緊急時対応について24時間365日対応を推進します。
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Ⅴ－２

ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅴ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶と安心な暮らしや健康への支援
２ 生活上の困難を抱える女性等の安心な暮らしへの支援

当初予算額

（千円）

こども未来
局

母子父子寡婦福
祉資金貸付事業

　母子家庭の母等に対し、原則無利子で、生活の安定や児
童の就学等のために必要な資金の貸し付けを行った。

42,570 児童家庭課

商工労働部
ふくしまで働こ
う！就職応援事
業（再掲）

別紙２（１０）参照 197,679 雇用労政課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①参照 1,480
共生社会・
女性活躍推

進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・
女性活躍推

進課

男女共生セン
ター研修事業
（再掲）

別紙３（４）①②⑤参照 1,480
共生社会・
女性活躍推

進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・
女性活躍推

進課

ふくしまで輝く
女性活躍促進事
業（再掲）

別紙１（５）参照 8,039
共生社会・
女性活躍推

進課

商工労働部

「『感働！ふく
しま』魅力ある
職場づくり促進
事業」働く女性
のキャリアアッ
プ支援事業（再
掲）

別紙２（１）参照 10,328 雇用労政課

総務部

【新規】
誰もが輝けるＩ
Ｔキャリアアッ
プ塾事業（再
掲）

　県内での就職等を希望する受講生100名に、eラーニング
講座、スクーリング、ステップアップ講座等を提供した。
また、就労応援のため、12月及び3月に受講生と県内企業
等とのオンライン個別面談の機会を設けた結果、受講生63
名、企業等20者の参加があった。この事業により、33名の
就労等に貢献した。

27,900
私学・法人

課

生活環境部
男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・
女性活躍推

進課

商工労働部
ふくしまで働こ
う！就職応援事
業（再掲）

別紙２（１０）参照 197,679 雇用労政課

具体的施策
③女性労働者が就業を継続し、能力を発揮してキャリアアップできるよう、情報・学習機会の提供や、企業に対
し、管理職の意識改革や行動変容を促す働きかけを行います。(Ⅲ1(2)再掲)

具体的施策
④県内に就職を目指す女性に、各種情報を提供するほか、技能研修や職業教育を通じた就業支援の充実に努めま
す。(Ⅲ1(2)再掲)

担当部局 事業名

生活環境部

生活環境部

具体的施策
①母子家庭の経済的自立を図るため、資格取得やスキルアップを促進するための給付金支給や貸付を行うととも
に、就業相談、情報提供、職業紹介等の就業支援を行います。

具体的施策
②女性の資産形成を進めるための啓発を行うなど、女性の経済的自立に向けた情報・学習機会を提供します。(Ⅲ
1(2)再掲)

事業内容 担当課
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当初予算額

（千円）
担当部局 事業名 事業内容 担当課

土木部
県営住宅の優先
入居

　子育て世帯、母子世帯、多子世帯及びDV被害者世帯等に
ついて、割当てをした県営住宅に優先的に選考して入居予
定者を決定した。

0 建築住宅課

放課後児童クラ
ブ等施設整備事
業

　市町村等が放課後児童クラブの創設等を実施する場合
に、その整備に係る経費の一部を補助した。
・補助先：３市町（７箇所）

20,038
子育て支援

課

【新規】
放課後児童クラ
ブ人材確保支援
事業

　放課後児童クラブの待機児童解消に向けて、人材確保の
課題に対する支援を行った。
・補助先：５３クラブ

14,099
子育て支援

課

教育庁
教育相談推進事
業

　不登校、いじめ、暴力など、児童生徒の問題行動の多様
化・深刻化に加え、東日本大震災に伴い心のケアを要する
児童生徒が増加していることから、スクールカウンセラー
やスクールソーシャルワーカー等を配置して、教育相談体
制を充実させた。

691,585 義務教育課

商工労働部
高齢者就業拡大
支援事業

別紙２（７）参照 34,546 雇用労政課

生活環境部
高齢者等の消費
者被害防止見守
り活動推進事業

　市町村に対し、消費者安全確保地域協議会の設置を促す
ための啓発、支援を行うとともに、高齢者等の消費者被害
の未然防止、拡大防止のための情報提供を行った。
・市町村職員及び支援者（見守りサポーター）向け研修会
１回（10／23）
・消費生活見守りサポーター養成講座　３回（７／24、９
／25、11／28）
・市町村訪問　計11市町村
・支援者（見守りサポーター）用パンフレット　1000部
・支援者（見守りサポーター）用ハンドブック　 200部
・悪質商法お断り！ステッカー　　　　　　　　4000部

773 消費生活課

具体的施策
⑤ひとり親世帯等の公営住宅に係る優先入居を実施します。

具体的施策
⑥放課後児童クラブ、クラブ終了後の学習支援、食事の提供等を行うなど、居場所の提供に努めます。

具体的施策
⑦学校におけるスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の配置、教育に係る経済的負担の軽減、進
路指導・相談の充実に努めます。

こども未来
局

具体的施策
⑧シルバー人材センターを通じた多様な就業機会の提供等を通じ、高齢者の就業の促進、能力開発のための支援を
行います。

具体的施策
⑨消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）の設置を推進することにより、高齢者や障がい者等の消費者
被害の未然防止・拡大防止を図ります。
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当初予算額

（千円）
担当部局 事業名 事業内容 担当課

保健福祉部
やさしいまちづ
くり推進事業

　人にやさしいまちづくり条例及び施行規則の周知を図
り、ひとにやさしいまちづくりの理念を県内に広く普及さ
せるため、やさしさマークの交付、施設情報のＨＰ掲載等
を行った。

116
障がい福祉

課

福島県住宅セー
フティネット促
進補助事業

　住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間賃貸住宅（セー
フティネット住宅）の供給を促進し、居住の安定を図るこ
とを目的に、住宅セーフティネット制度を活用した補助事
業を行う市町村に対し、その費用の一部を補助した。
・Ｒ７実績
　補助制度のある市町村数　６市町村
　補助実績のある市町村数　２市町村

6,440 建築指導課

【一部新規】
家賃低廉化補助
事業（新婚・子
育て支援）

　住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間賃貸住宅（セー
フティネット住宅【新婚・子育て世帯】）の供給を促進
し、居住の安定を図ることを目的に、住宅セーフティネッ
ト制度を活用した「新婚・子育て世帯」への家賃低廉化補
助事業を行う市町村に対し、その費用の一部を補助した。
・Ｒ７実績
　補助制度のある市町村数　５市町村
　補助実績のある市町村数　３市町村

19,839 建築指導課

県営住宅改善事
業

　県営住宅のバリアフリー化等を行った。 1,657,748 建築住宅課

生活環境部

困難や不安を抱
える女性のつな
がりサポート事
業

別紙１（８）参照 9,920
共生社会・
女性活躍推

進課

保健福祉部
令和７年度実施
なし

商工労働部
ふくしまで働こ
う！就職応援事
業（再掲）

別紙２（１０）参照 197,679 雇用労政課

教育庁
令和７年度実施
なし

具体的施策
⑪暴力による被害に加えて精神的な困難や経済的な困難などを抱える女性に対し、心身の回復とともに生活の安定
や自立に向けて包括的な支援に努めます。

具体的施策
⑩高齢者や障がい者が安心して生活できる住宅の確保や建築物等のバリアフリー化などの「やさしいまちづくり」
の推進、自立生活援助や就労定着支援など、地域生活の総合的な支援に努めます。

土木部
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Ⅴ－３ (1)

ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅴ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶と安心な暮らしや健康への支援
３ 生涯を通じた男女の健康支援
(1) 性と生殖に関する健康・権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）の増進

当初予算額

（千円）

「人権への気づ
き」推進事業
（再掲）

別紙１（１）参照 195
共生社会・女
性活躍推進課

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業（再
掲）

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女
性活躍推進課

男女共同参画推
進条例・プラン
推進事業（再
掲）

別紙１（４）②参照 508
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター普及啓発及
び研修事業（再
掲）

別紙３（３）①②参照
別紙３（４）①④参照

1,764
共生社会・女
性活躍推進課

男女共生セン
ター相談事業
（再掲）

別紙３（５）①参照 2,098
共生社会・女
性活躍推進課

健康教育推進者
研修会（再掲）

  各学校において、児童・生徒の発達段階に応じた効果的
な教育が実施されるよう、令和５年度改訂「性に関する指
導の手引」を活用しながら、指導者の資質の向上を図るた
めの研修会を開催した。

245 健康教育課

（再掲）

  あらゆる教育活動の中で、人権としての性についての情
報の提供や学校生活においてきめ細やかな対応が行われる
ように努めるとともに、各種研修会を通して指導者の相談
技術や指導技術の向上を図った。

0 健康教育課

教育庁
「性に関する指
導の手引」活用
事業

  各学校において、児童・生徒の発達段階に応じた効果的
な教育が実施されるよう、令和５年度改訂「性に関する指
導の手引」を活用し、現代的課題に対応した内容につい
て、学校全体で指導を行えるよう手引活用の推進を図っ
た。

0 健康教育課

保健福祉部
エイズ対策促進
事業

　エイズを含む性感染症に関する正しい知識や予防方法の
普及啓発を行った。
・世界エイズデーキャンペーン実施数…11件
・保健所における相談件数…429件
　　　　　　　　検査件数…607件

683 感染症対策課

具体的施策
①思春期教育など、いのちやこころを大切にする性に関する指導についての情報・学習機会の提供や相談、指導者研修の
充実に努めます。（Ⅱ1(2)再掲）

担当課事業内容担当部局 事業名

生活環境部

教育庁

具体的施策
②福島県の性に関する指導の指針に基づき、発達段階に応じた性に関する指導の充実を図ります。

具体的施策
③関係機関と連携を図りながら、ＨＩＶ／エイズや性感染症を予防するための知識の普及を図ります。
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当初予算額

（千円）
担当課事業内容担当部局 事業名

女性のミカタ健
康サポートコー
ル等事業

　不妊や不育症治療や、妊娠に関する悩みなど女性特有の
健康に関する相談に対応する専用電話を設置した。

336 子育て支援課

【新規】
不妊治療支援総
合対策事業

　福島県立医科大学における不妊治療体制の充実を図ると
ともに、不妊や不育症に悩む夫婦等の相談に専門医等が対
応できる体制を整備し、安心して子どもを生み、育てられ
る環境づくりを推進した。

292,910 子育て支援課

こども未来
局

女性のミカタ健
康サポートコー
ル等事業（再
掲）

　不妊や不育症治療や、妊娠に関する悩みなど女性特有の
健康に関する相談に対応する専用電話を設置した。

336 子育て支援課

具体的施策
⑤妊娠・出産・避妊等に関する相談に対応します。

こども未来
局

具体的施策
④不妊に悩む夫婦に対する専門的な相談に対応します。
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ふくしま男女共同参画プラン令和７年度事業実績

Ⅴ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶と安心な暮らしや健康への支援
３ 生涯を通じた男女の健康支援
(2) 生涯を通じた男女の健康保持・増進

当初予算額

（千円）

保健福祉部
がん対策推進事
業

　がん検診等の受診率向上に向けて、利便性が良い商業施
設で検診バスによる休日の乳がん検診を実施するととも
に、職域に対するがんやがん検診の普及啓発とがん検診を
受けやすい環境整備を実施した。また、若い世代のがんに
関する理解を深め、周囲にがん検診の重要性を啓発できる
よう講演会を行うほか、女性が楽しみながらがんについて
学べる乳がん・子宮頸がんの啓発イベントを行い、がんに
無関心だった県民への普及啓発及び受診率向上を図った。
【健診実施回数】　１０回
【受診者合計数】３７３名
【講演会開催数】　　３回
【受講者合計数】１０９名

25,380
健康づくり推

進課

保健福祉部
精神訪問指導事
業

 各保健福祉事務所及び精神保健福祉センターにおいて、
精神保健福祉に関する相談に応じ、訪問指導を行い、精神
疾患の早期治療及び精神障がい者の社会復帰の促進を図っ
た。また、保健福祉事務所ごとに精神科医師による心の健
康相談、アルコール家族教室等を開催し、心の健康につい
て県民の理解を深める機会とした。
　精神保健福祉に関する相談件数：延件数　　9,690件
　アルコール家族教室等開催回数：開催回数　　 81回
　　　　　　　　　　　　　　　　延べ人数　　1,310人

2,294 障がい福祉課

保健福祉部
若年層による薬
物乱用防止意識
向上事業

・ヤング健康推進員に任命した大学生を対象に、研修会を
実施した。
　　開催日時　令和7年8月
　　開催場所　奥羽大学薬学部棟
　　参加人数　奥羽大学学生４名
　　内容等　　薬物乱用の現状や啓発活動について
・ヤング健康推進員が考案した啓発資材を作成した。

502 薬務課

保健福祉部
総合医療情報シ
ステム運営事業

　女性専門外来を実施している医療機関の情報を提供し
た。

71,580 地域医療課

担当課事業名 事業内容担当部局

具体的施策
①生活習慣病予防や、乳がん・子宮がんなど女性に特有ながん検診受診の重要性について啓発します。

具体的施策
②自殺等を予防するためにも、心の健康に関する正しい知識の普及を図るとともに、相談体制の充実に努めます。

具体的施策
③薬物乱用防止の徹底を図るとともに、喫煙や飲酒の健康被害に関する正確な情報の提供を行います。

具体的施策
④女性特有の症状や痛みに女性医師が対応する、女性に配慮した外来の普及に努めます。
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当初予算額

（千円）
担当課事業名 事業内容担当部局

健康長寿ふくし
ま推進事業

　「第三次健康ふくしま２１計画」に基づき、基本目標
「健康寿命の延伸と健康格差の縮小」の達成へ向け、重点
課題「食塩・喫煙・肥満」の改善へ向けた取組を推進し
た。

209,160
健康づくり推

進課

ふくしまおいし
く減塩緊急対策
事業

働き盛り世代の推定尿中塩分測定により、平均値を確認し
た。（R6年度：1,980名　平均値9.12g、R7年度：1,720名
平均値9.10g）
ネットワーク会議を開催し、食環境体制整備を図った。
（第１回R7.7.23　企業・市町村等89名参加、第２回
R8.1.29　企業・市町村等87名参加）
減塩アクション（行動目標）参画企業が増加したことで、
食環境整備に寄与した。（参画企業数22社）

63,043
健康づくり推

進課

保健福祉部

具体的施策
⑤食育の推進や運動の推奨など、生涯にわたって、男女の健康づくりを支援します。

具体的施策
⑥原子力災害により、県民の多くが心身の健康に不安を抱えている状況を踏まえ、正確な情報の提供に努めるととも
に、将来にわたる県民の健康保持・増進を図るため、健康診査等の県民健康調査を行います。

　県民の健康状態を把握し、疾病の予防、早期発見、早期
治療につなげ、もって、将来にわたる県民の健康の維持、
増進を図ることを目的に県民健康調査等を実施した。

【基本調査】
　全県民を対象に、震災から約4ヶ月間の外部被ばく線量
を推計評価した。
　令和7年度回答数：120件

【甲状腺検査】
　震災時、概ね18歳以下だった全県民を対象に、甲状腺検
査を長期に渡って実施している。
　本格検査（検査7回目）受診者数：24,935人
　（令和7年4月～令和8年3月末）
  25歳時の節目の検査　受診者数：14,195人
　（平成29年4月～令和8年3月末）
　30歳時の節目の検査　受診者数：4,642人
　（令和4年4月～令和8年3月末）

【健康診査】
　事故により何らかの指定がされた避難区域等の市町村の
住民を対象に、既存の健診（特定健康診査）に項目を上乗
せして実施した。
　令和7年度受診数：現在集計中
（確定次期：次々回「県民健康調査」検討委員会予定）
　参考　令和6年度受診者数：33,851人
　
　避難区域以外の住民で19～39歳の健診機会がない者に既
存の健診（特定健康診査）と同等の健診の受診機会を提供
した。
　令和7年度受診者数：8,050人
　
【こころの健康度・生活習慣に関する調査】
　事故により何らかの指定がされた避難区域等の市町村の
住民を対象に、こころの健康度や生活習慣を把握し、適切
なケアを提供するための調査を実施した。
　令和7年度回答数（令和6年度調査）：30,231人

【妊産婦に関する調査】
　これまで妊産婦を対象に実施した調査結果について周知
するとともに放射線の健康影響等に不安を持つ妊産婦から
の電話相談に対応した。

県民健康調査
課

3,510,513

県民健康調査事
業

（県民健康調
査）

保健福祉部
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当初予算額

（千円）
担当課事業名 事業内容担当部局

県民健康調査事
業
（ホールボディ
カウンター検査
事業）

　県が所有するホールボディカウンター等により、県民を
対象に内部被ばく検査を実施した。
　検査人数：347,882人
　（平成23年6月～令和8年3月累計）

102,955
県民健康調査

課

県民健康調査支
援事業（福島県
放射線健康対策
事業）

　住民自らが放射線量を把握し、放射線による健康影響に
係る理解促進を図ることを目的として線量計の整備等を行
う市町村に対して10分の10で補助した。
　補助実績：15市町村

27,098
県民健康調査

課

保健福祉部

具体的施策
⑦内部被ばくについて、希望する方が検査を受けられる体制等を整備します。
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【別紙１】令和７年度 県共生社会・女性活躍推進課事業実績 

（１）「人権への気づき」推進事業                             

 人権啓発アドバイザー派遣事業（小・中・高等学校(特別支援学校、私立学校含む)や企業等に

おいて人権や多様性に関する授業や研修会を行う際に、専門知識や自らの実践経験を有する外部

講師を派遣することにより、学校や企業等における男女共同参画に関する取組を支援した。 

開催日：令和７年６月１８日（福島県立会津学鳳中学校）、参加者９６名 

〃  令和７年１０月２日（福島県立福島南高等学校）、参加者５００名 

〃  令和８年１月１３日（三春町立三春中学校）、参加者９９名 

〃  令和８年２月２６日（三春町立岩江中学校）、参加者４５名 

（２）多様性・ユニバーサルデザイン理解促進事業                     

 人権ユニバーサルデザイン推進事業（多様性社会への理解を深めるため、障がい者の方々とと

もにワークショップを行うＵＤ体験学習会を開催し、ＵＤについての理解と意識の向上を図った。

また、男女共生センターにおける相談員１名を雇用し、性的マイノリティに関する相談体制の拡

充を図った。） 

 ・ＵＤ体験学習会：福島市（R7.8.16、R7.9.27、R7.10.11）参加者 17名 

いわき市(R7.10.4)参加者 91名 

  ・相談員 雇用期間：R7.6.1～R8.3.31、相談件数：電話 304件、面接 26件 

（３）ふくしま型ＵＤ実践発信事業                            

「ふくしまユニバーサルデザイン推進計画」に基づき、ふくしま型ＵＤの理念普及推進を図る

ため、 ふくしまユニバーサルデザイン推進会議（社会の各種サービスを提供する事業者や団体と

サービスを利用する生活者の双方から構成される推進会議を開催（R7.9.1）した。 

（４）男女共同参画推進条例・プラン推進事業                       

男女共同参画社会の実現に向け、「福島県男女平等を実現し男女が個人として尊重される社会を

形成するための男女共同参画の推進に関する条例」及び「ふくしま男女共同参画プラン」推進の

ための事業を実施した。 

① 男女共同参画推進員の設置（男女共同参画の推進に関する施策等に対する県民からの意見の

申し出を適切に処理する。） 

② 次世代スクールプロジェト事業（県内小・中・高校と連携し、互いの性と人権を尊重するこ

との大切さや自分らしさを発揮する大切さを考えるための連携授業を実施した。県内の大学、

短期大学、専門学校に講師を派遣し、県内の男女共生に関する現状についての講義や、学識

経験者及び女性ロールモデルによる発表、トークセッション、グループワークを通じて、出

産・育児などのライフイベントを迎えても自分らしい「働き方・生き方」について選択でき

る能力を培うためのセミナーを開催した。） 

実施校・団体 31（小学校 2校、中学校 13 校、高等学校 10校、団体 6） 

実施回数 41回（小学校 2回、中学校 13回、高等学校 20回、団体 6 回） 

参加者 3,780名（小学校 78名、中学校 1,839名、高等学校 1,681名、団体 182名） 

※ うち LGBT: 実施校・団体 16（小学校 2校、中学校 7校、高等学校 7校、団体 0） 

実施回数 21回（小学校 2回、中学校 7回、高等学校 12回、団体 0回） 

参加者 2,530名（小学校 78名、中学校 1,398名、高等学校 1,054名、 

団体 0名） 

 

（５）ふくしまで輝く女性活躍促進事業                                  

① キラっとさん活躍促進事業 

ア ふくしま女性活躍推進シンポジウムの開催（女性活躍に向けた機運の醸成や、職場・地域

における男女の意識改革を図るため、｢ふくしま女性活躍応援会議｣の主催により、組織の
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トップや人事労務担当者等を対象に、女性活躍をテーマとしたシンポジウムを開催した。） 

  ●11月 5 日 参加者 196名 ※オンライン含む 

   【第１部】基調講演 

        テーマ：森永乳業株式会社における女性活躍等の取組と企業メリット 

   【第２部】トークセッション 

        テーマ：若者・女性に選ばれるこれからのふくしま 

イ ふくしま女性活躍応援ポータルサイト（ふくしまで輝く女性を応援するポータルサイト） 

様々な分野で活躍されている女性の方々や女性活躍推進に取り組まれている企業をはじ

め、イベントや各種セミナー、支援情報などを発信した。 

●7名 3社を取材・掲載 

ウ 男性向け家事シェア出張セミナー（家庭内の役割分担の見直しのため、家事シェアの意義

や第一歩を「実践」と「対話」を通じて伝えることを目的としたセミナーを実施した。） 

  ●講師：家事シェア研究家 三木 智有氏 

  ●全 5回開催、計 107名参加 

   ①1月 21日 相馬市役所      参加者 15名 

   ②1月 21日 ＩＨＩ相馬工場    参加者 33名 

   ③2月 16日 福島民友新聞社    参加者 20名 

   ④2月 17日 森永乳業福島工場   参加者 21名 

   ⑤2月 26日 北芝電機       参加者 18名 

② ふくしま女性活躍応援会議（平成２８年度に設置したふくしま女性活躍応援会議のネットワ

ークを活用し、意見やアイデアを事業に反映させるとともに、構成団体及び会員企業等にお

ける女性の就業環境の整備や女性の登用に向けた取組を促進することにより、県内の女性

がより一層活躍できる環境整備を進めた。） 

ア 会議   １回開催（9月 5日） 

イ 幹事会  １回開催（11月 5日） 

 

（６）ともに輝くふくしまライフスタイル推進事業                             

①（新）「とも家事」推進事業 

 ア 「とも家事」推進キャンペーン（とも家事を実践するためのアクションウィークを設定 

し、とも家事の推進を図るほか、企業と連携した普及啓発などの取組やとも家事を推進 

するためのキャッチコピーを募集する。） 

〇「とも家事」アクションウィークの設定  

毎月第３日曜日（家庭の日）からの一週間をアクションウィークに設定し、テーマ

に沿ってとも家事を実践するための情報を発信した。 

    〇モデル家族の選定（ポータルサイト掲載 ４家族） 

     とも家事を実践しているモデルとなる家族を取材し、家事シェアの実践例などを紹介

した。 

    〇キャッチコピー募集 

     とも家事の認知度向上のため、県民を対象にキャッチコピーを募集し、受賞作品をポ

スター等の広告素材に採用した。 

募集期間：7月 18日（月）～8月 29 日（金） 

     応募作品数：581作品 

     【入賞作品】最優秀賞：「共に想い、共にやる、とも家事」 

    〇タイアップ企業による「とも家事」推進 

     県内でスーパーマーケット事業を展開する企業や県と包括連携協定締結している企業

などにおいて、家事時間の削減や家事負担の軽減につながる商品・サービスの紹介、
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「とも家事」という考え方の普及啓発などを行った。 

    〇写真投稿キャンペーン 

     「とも家事」の普及啓発を図るため、県民を対象に「とも家事」にまつわる写真を募

集し、「とも家事ふくしまポータルサイト」に掲載した。 

     募集期間：12月 6日（土）～1月 30日（金） 

     掲載作品数：37作品 

  イ 「とも家事」推進イベントの開催 

〇「とも家事」ふくしまフェスタ 

 日時：令和７年６月２９日（日） 開催場所：ビッグパレットふくしま 

 対象者：県内の子育て世代家族  来場者数：1,000名程度 

＜プログラム＞                                      

トークイベント、パネルディスカッション、各種ワークショップ（片付け競争、洗

濯たたみ競争等）、タイアップ企業によるブース展示 

  ウ 「とも家事」ポータルサイトの制作 

公開時期：５月３０日公開 

＜コンテンツ＞ 

・ とも家事アクションウィークのテーマに関するコラム 

・ モデル家族のインタビュー、パートナー企業の取組紹介 

・ イベント・キャンペーン情報、啓発ツールのダウンロード 

②ふくしまアンコン解消アクション！ 

ア アンコンシャス・バイアスの解消に向けた啓発動画の制作（４パターン） 

  企業の経営者や女性自身がアンコンシャス・バイアスに気づかないでいることにより、

女性活躍推進の阻害や女性のキャリアを狭める可能性があるため、県内企業や子育て支援

団体にヒアリングの上、アンコンシャス・バイアスに気づき、考えるきっかけになること

を目的とした啓発動画を制作した。 

イ 専門家と若者による意見交換会の実施 

  内容：専門家と学生による意見交換会を実施し、学生の意見等を特集番組や特設サイト

を通じて発信した。 

  日時：令和７年８月２３日（土） 参加者７名 

  専門家：（一社）アンコンシャスバイアス研究所理事 

ウ 専門講師よるセミナー・出前授業の実施（10件） 

  講師：（一社）アンコンシャスバイアス研究所 

  対象：経済団体、教育関係 

  ・令和７年 ５月３１日（土） 一般社団法人田村青年会議所  

  ・令和７年 ９月２４日（水） 二本松商工会議所  

  ・令和７年１０月２０日（月） 石川町  

  ・令和７年１０月２８日（火） 福島県立小野高等学校  

  ・令和７年１１月 ６日（木） 喜多方市  

  ・令和７年１１月 ７日（金） 福島市立吾妻中学校  

  ・令和７年１２月 ３日（水） 東北アンリツ株式会社  

  ・令和７年１２月１０日（水） 福島県立川俣高校  

    ・令和８年 １月２４日（土） 川俣町  

    ・令和８年 １月２７日（火） 日本大学付属日大東北高校  

エ 啓発リーフレットの制作 

  アンコンシャス・バイアスへの気づきを促す啓発リーフレットを制作した。 
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（７）性暴力等被害者支援事業                              

 性暴力等被害者のためのワンストップ支援センターへの相談・支援業務委託及び心身回復支援

業務委託を行い、国の夜間休日コールセンターと連携した２４時間３６５日の相談支援体制を確

保した。 

 〇電話・面接相談  電話 ７６５件 面接 ４２件 

 〇直接支援 ７９件 

 〇法的支援 １７件 

 〇医療機関等の受診又はカウンセリング等に要する経費の一部を助成 ６０件 

（８）困難や不安を抱える女性のつながりサポート事業                     

生活に困難や不安を抱える女性が社会との絆やつながりを回復できるよう、相談の実施と支援

体制の強化を図った。 

○ 相談事業 

① 居場所の提供 

② 出張相談・出張サロン 

③ 訪問支援 

④ 電話・ＳＮＳ相談（専門相談含む） 

⑤ 生理用品等の提供（男女共生センターにおいて 3,260パック、県内６方部のＮＰＯ法人に

おいて 1,399 パック、こども食堂において 4,428パック配布） 

（９）東日本大震災による女性の悩み・暴力相談事業                    

 東日本大震災及び原発事故により、長期の避難生活、帰還後または定住後の生活不安や避難指

示のため生じた家族や地域の離散による孤独感、DVなど性差による暴力などの悩みを抱える女性

が気軽に相談できる窓口を設けることにより、こころの復興を図った。 

 ○電話     ９５４件 

○面接相談    ５６件 

（10）その他の取組                                   

① 男女共同参画年次報告書の作成（県議会及び市町村議会の議員数、町内会長、ＰＴＡ会長の

女性比率等を含む各分野における男女別の統計情報の収集・分析・提供に努めるとともに、

男女共同参画の状況や施策の実績状況についてまとめ、公表した。（ホームページ掲載）） 

② 「審議会等への女性の登用促進要綱」に基づき、委員改選時に事前協議を行うとともに、あ

らゆる機会を通じて、女性委員の登用促進を図った。 

 【災害対策課】 

  県の防災会議における女性委員の割合推移 

令和６年度：４１.３％ ➡ 令和７年度：４０.３％ 

③ 各分野で活躍している県内女性に関する情報を収集し、男女共同参画人材リストを整備し、

関係部局に随時提供した。また、女性活躍応援ポータルサイトに人材情報を掲載することで、

市町村における審議会等の人材選定や企業・団体における講演会講師の選定にも活用しても

らい、市町村等の男女共同参画に向けた取組を促進した。 

④ 企画、編集に携わる女性の参画について調査するとともに、あわせてプランの趣旨を啓発し、

ジェンダーに敏感な視点を持ったメディアからの情報発信を要請した。 

⑤ 男女共同参画の視点から必要な対策・対応について、地方公共団体の取組の基本的事項を示

した指針及び防災・復興ガイドライン（内閣府作成）の活用を促した。 

 ・男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針 

 ・男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針 解説・取組事例 

 ・災害対応力を強化する女性の視点 

  ～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン～ 

相談実績 2,244件 

（男女共生センター：765件、 

ＮＰＯ：1,479件） 
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⑥ 県政広報物表現ガイドラインを参考にした男女共同参画の視点からの広報に努めた。 

⑦ 各種会議などに出向き、男女共同参画に関する講義や職員研修を実施した。 

⑧ 市町村によって男女共同参画の推進に差があることから、男女共同参画に関して専門的な知

識を有する男女共生センター職員をアドバイザーとして市町村に派遣し、地域での課題等

の洗い出しや推進策についてアドバイスを行い、市町村の取組を促進した。 

⑨ 男女共生センターや関係団体と連携し、あらゆる機会をとらえて啓発を行った。 

⑩ 理工系分野などの情報を収集し、随時関係機関への情報提供に努めた。 

⑪ ポスターやチラシ等の掲示により、「若年層の性暴力被害予防月間」及び「女性に対する暴

力をなくす運動」等の啓発を行った。 
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【別紙２】令和７年度 県雇用労政課事業実績（男女共同参画に関するもの） 

（１）「『感働！ふくしま』魅力ある職場づくり促進事業」 働く女性のキャリアアップ支援事業                                    

 県内企業で働く女性を対象に、他企業で働く先輩女性社員から経験談を話してもらうなどによ

りキャリアアップを目指すきっかけとするセミナーを開催するとともに、キャリアアップに悩み

を抱える女性向けの相談窓口を設置し、きめ細かい助言、支援を行った。 

・女性のキャリアアップ支援セミナー 

 第 1回 9月 26日 参加者 28名 

 第 2回 10月 10日 参加者 20名 

 第 3回 11月 13日 参加者 27名 

・個別相談窓口 81件 

（２）「『感働！ふくしま』魅力ある職場づくり促進事業」経営者・企業内担当者の意識改革事業                          

 働き方改革を中心に、女性活躍やイクボス、アンコンシャスバイアス、ハラスメントなど、企

業の課題に応じたオーダーメイド型の出前講座を実施し、企業側の意識改革を図った。また、企

業内担当者向けに働き方見直しや女性活躍推進の実践的なスキルを学ぶセミナーを開催した。 

・出前講座 10社 

・企業内担当者育成セミナー 10月 22日 8名、11月 18日 5名、1月 16日 6名 

（３）「『感働！ふくしま』魅力ある職場づくり促進事業」企業の魅力アップ奨励金                    

 女性活躍の推進や男性育児休業及び介護休業の取得促進、また長時間労働の是正、年次有給休

暇の取得促進により、仕事と生活の調和がとれた働きやすい職場環境づくりに取り組む企業に対

し奨励金を交付した。また、令和７年度からは「ファーストペンギン応援コース」を新設し、企

業内で初の男性育休取得者が誕生した場合及び企業内で初の女性管理職者が誕生した場合に奨励

金を交付した。 

・交付件数 160 件（女性管理職 11 件、積極採用 57 件、女性役員増加７件、離職者再雇用０件、

治療と仕事の両立３件、正規転換 18件、男性育休 24件、介護休業８件、所定外労働削減１件、

年次有給休暇取得促進１件、男性育児短時間勤務３件、介護短時間勤務２件、企業内初男性育

休 11件、企業内初女性管理職 14件） 

（４）「『感働！ふくしま』魅力ある職場づくり促進事業」企業内子育て支援施設整備事業                    

 企業が従業員の子どもを預かる保育施設等を整備することにより、安心して働き続けられる環

境を実現し、男女が共に働きやすい職場環境づくりを推進することを目的として、企業内保育所

等を整備する企業に対し整備費を補助した。 

 ・企業内キッズスペース整備事業 交付件数 ３件 

（５）福島県次世代育成支援企業認証事業                         

仕事と育児の両立支援に積極的に取り組む中小企業や、仕事と生活のバランスがとれる働きや

すい職場づくりに総合的に取り組む企業を認証した。 

 福島県次世代育成支援企業認証制度 

① 「働く女性応援」中小企業認証 134件 

 ② 「仕事と生活の調和」推進企業認証 61件 

（６）ワーク・ライフ・バランス推進事業                         

『感働！ふくしま』ワーク・ライフ・バランス大賞事業 

中小企業におけるワーク・ライフ・バランスの取組を支援するため、ワーク・ライフ・バラン

スの取組が特に優れている企業に対し表彰を行った。 

・大賞、男女共同参画大賞、先進的取組大賞について各１社ずつ計３社表彰 
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（７）高齢者就業拡大支援事業                              

 就業を希望する高齢者の掘り起こしを行い、マッチング支援員が企業と高齢者のニーズをマッ

チングさせ高齢者の就業促進を図った。また、現在は就業していない高齢者に対し各種研修会・

講習会を開催することで、安心安全な就業につなげるとともに、就業のきっかけ作りとした。専

門的な知識を有する者が企業訪問等高齢者の就業について普及啓発を行い、職場の環境改善を目

指した。 

 ・マッチング就業実績数：1,592件、各種研修・講習会：開催 76回 269名受講 

（８）労働条件等実態調査の実施                             

 県内民間事業所の常用労働者数 30人以上の 1,400事業所について、労働時間、休暇制度、賃金

制度、男女共同参画の状況等の実態及びその動向を把握し、労働行政の基礎資料とした。 

 ・回答事業所数 847事業所 

（９）勤労者支援融資制度                                

 ・融資対象者：県内に居住又は県内の事業所に勤務する勤労者で、育児・介護休業取得者又は

介護休業を取らずに介護している者 

 ・利率：年 1.25％ ・償還期限：15年以内・貸付限度額： 300万円 

・R7貸付実績 3件 

（10）ふくしまで働こう！就職応援事業                          

 県内７か所及び東京に就職相談窓口を設置し、求職者に対してきめ細かい就職相談や職業紹介

等を行い、県内就職を支援した。また、県内企業を訪問求人し開拓を行い、併せて企業の人材確

保を支援した。 

情報センター・応援センター全体の合計件数 

・利用件数  28,843 件 

・新規登録者 2,410 人 

・就職決定者 1,235 人 

 

・女性就職支援セミナー 

6/7 （会津）5名 

8/23（郡山）4名 

10/4（福島）4名 

 

・女性就職支援見学会 

9/11 清水食品 3名 

1/16 温泉プチホテル湯 kori磐梯熱海 3名 

2/27 摺上亭大鳥 3名 

 

・女性就職支援合同企業面接会（福島） 

9/25 12名 
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【別紙３】令和７年度 福島県男女共生センター事業実績 

（１）情報事業                                       

男女共同参画関連の問題に直面している個人、地域等の課題解決に資するため、専門図書室の運営

及び広報誌の作成等により、情報発信を行った。 

① 図書室運営 

 ・令和７年度来室者人数    ２０，９２３人 

 ・購入図書・資料の選定 

  令和７年度購入図書     １３７冊 

 ・図書・資料の収集、分類、整理並びに貸出、返却管理 

  図書室利用者数       延べ １，４１２名 

  図書貸出冊数        延べ ３，７４６冊 

 ・レファレンスサービス件数  延べ ７２６件 

② 情報提供 

 ・センターホームページアクセス件数     延べ １２６，２５０件 

 ・センターメールマガジン配信件数（月１回） 延べ ７７２件 

③ 広報活動 

・広報誌「未来館 NEWS」を発行し、男女共同参画の考え方やセンターの活動内容について紹介す 

るとともに、県政広報その他各種媒体を活用し、普及啓発・周知を図った。 

・広報誌「未来館 NEWS」第９１号～９３号発行 各５，０００部 

 ・県内の図書館、公民館、高等学校、市町村担当課、各都道府県担当課、全国の男女共同参画施

設及び各種関係団体などに送付。 

（２）調査研究事業                                     

 男女共同参画社会の形成を促進するため、現状の把握と問題点を明らかにし、その解決方策を考察

するなど、効率的な事業の実施と県民や関係機関への情報を提供するための調査研究を行った。 

 ・テーマ：「現代若年女性たちはなぜ地元を離れようとするのか－学業終了後の就職選択に関する動 

機の研究－」（令和７年度～８年度） 

 ・研究代表者：郡山女子大学短期大学部 准教授 宇治 和子氏 

（３）普及啓発事業                                     

 男女共同参画についての県民意識の変革を図るため、様々なアプローチ方法で各種事業を実施した。 

① 未来館トークサロン（地域における男女共同参画を推進するため、各地が抱える課題について意

見交換を行い、課題の整理・共有をすることで男女共同参画促進の取みやネットワーク形成の促

進を図った。） 

 ・開催日：令和７年７月３０日（水）（東日本国際大学） 

  出席者：東日本国際大学学生等 ２２名 

  テーマ：「女性の政治参画」 

 ・開催日：令和７年１２月１０日（水）（男女共生センター） 

  出席者：県内で活動している女性等 ８名 

  テーマ：「地域における女性の活躍を進めるために必要なこと」 

② 男女間における暴力の防止と被害者支援事業（男女間における暴力（ＤＶやセクシャルハラスメ

ント、性暴力など）の根絶を図るため、民間支援団体と連携し、県民への啓発を図る講座を実施

した。） 

 ・開催日：令和７年１１月１５日（土） 

  講 師：宇治 和子氏（郡山女子大学短期大学部幼児教育学科准教授） 
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  内 容：「ＤＶ被害者女性と子どもへの支援」 

  参加者：２５名 

③ ダイバーシティ理解促進事業（性的マイノリティなどをテーマにダイバーシティの考え方につ

いての理解を深めるため、学校などを対象とした講演会や研修会を実施した。） 

 ・開催日：令和７年７月５日（土） 

  講 師：薬師 実芳氏（認定 NPO法人 ReBit代表理事） 

  テーマ：「多様な性ってなんだろう？～すべての人にとって安心・安全な職場づくり～」 

  内 容：①なぜ今、DEIB / LGBTQ 

      ②LGBTQの国内外の状況 

      ③職場としてできること 

      ④今日からできること 

  参加者：３１名 

（４）研修事業                                       

 男女があらゆる分野に参画し、ともに責任を担うために必要な資質・能力の向上を図り、個人・家

庭・地域等における取組が進むよう各種講座を開催した。 

 また、「男女共同参画の視点からの防災研修プログラム」（内閣府男女共同参画局作成）を用いて、

地域における復興・防災における男女共同参画の推進を担う人材育成研修を行った。 

① 未来館エンパワーメント塾（女性が自信を持ち、職場や地域のリーダーとして活躍できるよう育

成、支援するため、健康講座を含んだ講義やワークショップ等を実施した。） 

 ・第１回 

  開催日：令和７年７月１２日（土） 

  参加者：１４名 

   ⑴ 内容：「自己肯定感をあげる心のトレーニング」 

     講師：丹羽 麻子氏（男女共同参画センター横浜相談センター長） 

   ⑵ 内容：「大人女性のためのフェムケア part1」 

     講師：大河原 里美氏（日本コンディショニング協会認定、 

                日本マタニティビクス協会認定インストラクター） 

 ・第２回 

  開催日：令和７年７月１９日（土） 

  参加者：１２名 

   ⑴ 内容：「後悔しないためのセカンドキャリアの作り方」 

     講師：西村 美奈子氏（㈱ネクスト・ストーリー代表取締役）」 

   ⑵ 内容：「大人女性のためのフェムケア part2」 

     講師：大河原 里美氏（日本コンディショニング協会認定、 

                日本マタニティビクス協会認定インストラクター） 

② ワーク・ライフ・バランス実践講座（男女がともに職場や家庭、地域において仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）の取れた生き方について考える機会を提供し、企業や個人の課題

解決・実践を支援するため、講演と企業の取組事例発表を合わせた講座を実施した。） 

 ・講義 

ワーク・ライフ・バランスやイクボスに関する基本的な考え方やその必要性とメリット、職場 

作り等について 

    講師：横田 智史氏（株式会社ペンギンエデュケーション代表取締役） 

  ・ワークショップ 

   職場の雰囲気や組織風土についての課題を抽出、解決案を検討 
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    ⑴ 桑折町 

      開催日：令和７年６月２６日（木） 

      参加者：桑折町内事業所の管理職等 １４名 

    ⑵ 福島県建設産業協会県南支部 

      開催日：令和７年９月２６日（金） 

      参加者：会員企業の経営者・役員等 １９名 

    ⑶ 会津若松市 

      開催日：令和７年１０月２日（木） 

      参加者：会津若松市内の事業所・団体の経営者・管理職等 １１名 

    ⑷ 東北アンリツ株式会社 

      開催日：令和８年３月５日（木） 

      参加者：幹部社員等 ２１名 

③ 福島の未来を担う女性リーダー育成事業（地域で活動する女性等を支援することで、福島の未来

を担う女性リーダー育成する講座を実施した。） 

 〇 女性のための未来チャレンジ塾 

 ・第１回 

   開催日：令和８年２月１８日（水） 

   参加者：２６名 

   内 容：「スマホで簡単！Canvaでデザインしよう」 

   講 師：松浦 真由美氏（オフィスプチデザイン代表） 

  ・第２回 

   開催日：令和８年２月２５日（水） 

   参加者：２２名 

   内 容：「目に留まる！Canvaを使った SNS広報講座」 

   講 師：松浦 真由美氏（オフィスプチデザイン代表） 

④ 教師のための次世代人材育成人権セミナー（教職員を対象とした男女同参画や人権に関する講

座（授業案の構想や検討のための協議、各種教材の利用法など、授業における実践指導に役立つ

研修会）を実施した。） 

 ・開催日：令和７年８月７日（木） 

  参加者：３８名 

  内 容：⑴ 講演：「進路選択の背後に潜むジェンダーとは？」 

        講師：寺町 晋哉氏（宮崎公立大学准教授） 

      ⑵ 情報提供：「地方女子学生を取り巻く進路選択上のジェンダーギャップについて」 

        情報提供者：古賀 晶子氏（NPO法人 #YourChoiceProject事務局長） 

      ⑶ 講師および情報提供者によるパネルディスカッション 

      ⑷ センター事業（次世代スクールプロジェクト）の紹介 

      ⑸ アフタートーク：感想や情報の共有、参加者同士の交流 

⑤ 研修講師派遣事業（地域における男女共同参画社会の形成に向けた活動を支援するため、市町村

や企業、団体等が実施する研修、学習会等へ、要請に基づき研修講師としてセンター職員または

外部講師を派遣した。） 

 ・職員派遣：１１回（参加者数：７１７名） 

 ・アドバイザー派遣：３回（参加者数：３３６名） 

⑥ 市町村男女共同参画担当者研修（市町村職員を対象に、男女共同参画の基礎的な知識の習得や、

各市町村や団体等の活動事例から事業実施手法等を学ぶ研修会を実施した。） 
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 〇 研修会 

・開催日：令和７年６月５日（木） 

   参加者：３８名 

   内 容： 

    ⑴ 講義：「男女共同参画ってなに？」 

      講師：千葉 悦子（福島県男女共生センター館長） 

    ⑵ 福島県共生社会・女性活躍推進課からのお知らせ 

      担当：平 大将（共生社会・女性活躍推進課主査） 

    ⑶ ワークショップ：「出し合おう！企画案」 

  〇 担当者会議 

 ・開催日：令和８年２月１３日（金）※オンライン実施 

  参加者：３２名（２５市町村２６名、地方振興局５名、男女共生センター１名） 

  内 容： 

   ⑴ 福島県共生社会・女性活躍推進課次年度事業紹介 

     担当：平 大将（共生社会・女性活躍推進課主査） 

   ⑵ 福島県男女共生センター次年度事業紹介 

   ⑶ 市町村の取組紹介 

     発表者：大越 貴子氏（田村市保健福祉部社会福祉課） 

   ⑷ 講演：「MAIAにおける女性活躍推進事業について」 

     講師：月田 有香氏（株式会社 MAIA 代表取締役 CEO） 

⑦ 復興・防災と男女共同参画に関する人材育成研修（国が策定したプログラムを活用し、災害とジ

ェンダーに関する人材育成研修を実施した。） 

 〇 防災研修 

  ・開催日：令和７年１０月１７日（金） 

   参加者：５９名（１７市町村３２名、社会福祉協議会８名、４振興局各１名、 

県北保健福祉事務所１名、県災害対策課１名、 

県共生社会・女性活躍推進課３名、他事務局１０名） 

    内 容 

⑴ 講演：「男女共同参画の視点からの復興防災の対応について」 

       講師：藤田 昌子氏（内閣府男女共同参画局総務課 専門職） 

     ⑵ 取組事例発表：「小さな気づきが非常時を変える 

日常生活から考える男女共同参画の防災」 

       発表者：政狩 拓哉氏（大阪府泉大津市市民生活部長） 

   〇 出前講座（会津若松市男女共同参画推進実行委員会） 

    ・開催日：令和７年１２月６日（土） 

     参加者：３４名 

     会 場：会津稽古堂 

     内 容：講義及び「さすけなぶる」を活用したワークショップ 

     講 師：北村 育美氏（福島大学地域未来デザインセンター客員研究員） 

（５）相談事業                                       

 男女がともに自立し、生きがいのある人生を送ることができるよう、日常生活から生じる様々な問

題・悩みに関する相談や配偶者からの暴力（ＤＶ）に関する相談、就業に関する相談に応じた。 

① 相談事業 

ア 一般相談（広く全般に係る相談） 
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 ・相談内容：広く生活全般に関する相談 

       配偶者等からの暴力に関する相談 

       男性相談員による相談 

 ・相談方法：電話・面接 

 ・相 談 員：男女共生相談員（嘱託職員）３名、男性相談員１名 

 ・相談件数：１，０９７件 

イ 専門相談（法律問題や健康に関わる専門家による相談） 

 ・相談内容：⑴法律相談（月１回、２時間） 

       ⑵健康相談「女性による女性のためのカウンセリング」 

（月２回、各回一人１時間程度） 

         ⑶女性のための生活設計相談（年３回） 

   ・相談方法：面接（予約制） 

   ・相 談 員：⑴弁護士、⑵女性臨床心理士、⑶ファイナンシャルプランナー 

   ・相談件数：⑴３８件、⑵１８件、⑶３件 

ウ チャレンジ支援相談（就業を希望する女性に対する広範な相談・指導による就業機会の拡大、

意欲と能力のある女性が活躍できるよう起業・再就職・女性の進出が少ない分野への進出等、

女性のチャレンジに対する支援） 

 ・相談内容：内職希望者からの相談、女性の就業援助に関する相談 

 ・相談方法：電話・面接 

 ・相 談 員：女性就業援助相談員 各コーナー１名 

       ※男女共生センター内及び県内３ヶ所（郡山、会津若松、いわきの県地方振興局 

内）に相談コーナーを設置 

   ・相談件数：１，０２２件 

   ・内職あっせん者数：１４６名 

② 相談員の研修等 

ア 相談員の資質向上のための研修参加 

イ 国立女性教育会館における性自認・性的指向に関する研修内容の共有 

ウ 性自認や性的指向に係る相談に関する図書の購入 

（６）交流関連事業                                     

男女共同参画社会推進のため、県内で活動している団体等の活動の場としたり、相互の交流ネット

ワークづくりを促進するなど、男女共同参画関連団体の育成、様々な世代の交流を支援するための事

業を実施した。 

① 未来館フェスティバル（県民、ＮＰＯ及び地域団体等が自ら企画・運営する「県民参加企画」を

募集・実施して、地域団体等の活動の発表の場とするとともに、参加者に対して多様な手法で男

女共同参画の理念に触れる機会を提供するため県民参加企画、講演会、シンポジウム他を実施し

た。） 

 ・開催日：令和７年９月７日（日） 

  参加者：延べ１，６０２名 

  内 容： 

   ⑴ シンボルイベント 

     内 容：講演「わたしたちが生きたい社会は、わたしたちがつくる」 

     講 師：能條 桃子氏（一般社団法人 NO YOUTH NO JAPAN） 

     参加者：１０８名 

   ⑵ 県民参加企画 
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     内 容：県民が自主的に企画・運営を行った活動紹介、パネルディスカッション、 

ワークショップ、パネル展示等 

      参加数：２２企画 

    ⑶ 事前交流会 

      開催日：令和７年８月２３日（土） 

      内 容：出展者説明及び県内の団体、自治体職員による情報交換、交流等 

      参加者：１９名 

    ⑷ その他センター企画等 

      企画数：７企画 

② ユースと考える男女共生交流事業（若年層をターゲットに、多様な視点からジェンダー平等等を

テーマとした事例発表や意見交換等を実施し、参加者同士が交流を深めながら、課題解決につな

がる機会を提供した。） 

 ・第１回 ※対面実施 

  開催日：令和７年１１月１日（土） 

  内 容：1dayジェンカレ inふくしま はじめの一歩編 

  講 師：櫻井 彩乃氏（一般社団法人 GENCOURAGE 代表理事） 

  参加者：９名 

 ・第２回 ※オンライン実施 

  開催日：令和８年１月３１日（土） 

  内 容：1dayジェンカレ inふくしま ジャンプアップ編 

  講 師：櫻井 彩乃氏（一般社団法人 GENCOURAGE 代表理事） 

  参加者：４名 

③ 男女共同参画推進活動支援事業（団体や個人が企画・実施する男女共同参画の推進に資する活動

を公募して、センターが企画、広報、チラシの作成協力、会場・設備等の提供、運営協力等の支

援を行った。） 

 ・採択件数：６件 

 ・採択企画： 

  ⑴ １０代～２３歳までの LGBTのための居場所 にじーず郡山（にじーず郡山） 

  ⑵ ママ・パパのための子育て支援講座～「叱る育児」から「ほめる育児」へ～ 

    （ペアレントトレーニングトレーナー 中村 浩美氏） 

  ⑶ 携帯電話で似顔絵を描いてみよう（NPO法人 Solaris ゆるゆるプログラミング部） 

  ⑷ 親子で学ぶ はじめての性のおはなし（保健師 三浦 実子氏） 

  ⑸ 女性行政書士による女性のための無料相談会（福島県行政書士会） 

  ⑹ コミュニティフリッジひまわり（NPO法人チームふくしま） 


